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平成３０年第１回大分県議会定例会

予算特別委員会会議記録（第２号）

―――――――――――――――――――――

１ 委員会を開催した年月日、時刻及び場所

平成３０年３月１５日

午前１０時 から

午後 ３時２４分まで

本会議場において

―――――――――――――――――――――

２ 出席した委員の氏名

委 員 長 衞藤 明和

副 委 員 長 毛利 正徳

志村 学 麻生 栄作

衛藤 博昭 森 誠一

大友 栄二 吉冨英三郎

井上 明夫 鴛海 豊

木付 親次 古手川正治

土居 昌弘 嶋 幸一

油布 勝秀 濱田 洋

元吉 俊博 末宗 秀雄

御手洗吉生 近藤 和義

阿部 英仁 後藤慎太郎

木田 昇 羽野 武男

二ノ宮健治 守永 信幸

藤田 正道 原田 孝司

小嶋 秀行 馬場 林

尾島 保彦 玉田 輝義

平岩 純子 久原 和弘

戸高 賢史 吉岡美智子

河野 成司 荒金 信生

堤 栄三 桑原 宏史

三浦 正臣

―――――――――――――――――――――

３ 欠席した委員の氏名

なし

―――――――――――――――――――――

４ 出席した委員外議員の氏名

なし

―――――――――――――――――――――

５ 出席した県側関係者

総務部長 尾野 賢治

総務部理事兼審議監 和田 雅晴

総務部参事監兼人事課長 藤原 隆司

財政課長 佐藤 章

税務課長 吉冨 智昭

行政企画課長 幸 清二

市町村振興課長 山田 雅文

県有財産経営室長 中園 幸治

知事室長 大塚 浩

県政情報課長 石松 久典

法務室長 廣末 隆

総務事務センター所長 姫野 浩之

財政課財政企画監 渕野 勇

人事課人事企画監 渡辺 淳一

人事課給与厚生監 岩尾 誠二

市町村振興課市町村振興監 柳井 孝則

行政企画課総務企画監 藤田寿美恵

税務課課長補佐 末田 雄一

県有財産経営室室長補佐 髙山 泰信

財政課主幹 小野 宏

財政課主幹 今井 睦

財政課主幹 朝久野 理

財政課主幹 安部 祐介

財政課副主幹 松垣 安城

……………………………………………………

議会事務局長 酒井 薫

議会事務局次長 竹野 泰弘
議会事務局参事監兼 斉藤 和郎
総務課長

政策調査課長 秋吉 一德

人事委員会事務局長 下郡 政治

公務員課長 細川 浩明

労働委員会事務局長 太田 尚人

調整審査課長 後藤 大

監査事務局長 安部 雄一

監査事務局次長兼第一課長 疋田 敏彦

第二課長 和田慎一郎

会計管理者兼会計管理局長 小石 英毅

会計課長 田所 誠二

用度管財課長 安藤 公典
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審査・指導室長 三宮 和彦

………………………………………………………

企業局長 草野 俊介

企業局次長 佐保 哲康

総務課長 岡田 倫明

工務課長 長井 篤

総合管理センター長 鈴木 雅彦

総務課総務企画監 森 和浩

工務課工務調整監 本林 純一

工務課発電所ﾘﾆｭｰｱﾙ推進監 亀山 英弘

総務課経営企画班主幹 穴井 光喜

総務課総務調整班主幹 深藏 亮一

総務課契約管財班課長補佐 東 正志

総務課出納決算班課長補佐 德永 晃

工務課発電管理班主幹 藤村 敬

工務課工業用水管理班主幹 安部 英治

工務課土木施設班主幹 後藤 裕三

―――――――――――――――――――――

６ 付託事件

第１号議案から第１５号議案まで

―――――――――――――――――――――

７ 会議に付した事件の件名

① 歳入予算全般

② 総務部関係予算

③ 議会事務局、人事委員会事務局、労働委

員会事務局、監査事務局、会計管理局関

係予算

④ 企業局関係予算

―――――――――――――――――――――

８ 議事の経過

―――――→…←―――――

衞藤委員長 ただいまから、本日の委員会を開

きます。

本日以降の委員会は、昨日の委員会において

決定した運営要領及び審査日程により行います。

なお、審査にあたっては、運営要領に従い、

円滑に運営できるよう、御協力をお願いいたし

ます。

この際、付託された予算議案を一括議題とし、

これより歳入予算関係の審査に入りますが、説

明は簡潔かつ明瞭にお願いします。

―――――→…←―――――

歳入予算全般

衞藤委員長 それでは、歳入予算関係について

執行部の説明を求めます。

尾野総務部長 第１号議案平成３０年度大分県

一般会計予算のうち、歳入予算について説明を

いたします。

事前に配付をしております予算特別委員会資

料（歳入全般）を御覧ください。この表は、歳

入予算について、款別に３０年度当初予算案、

２９年度当初予算額、増減額、伸び率を表した

ものです。

左下の歳入合計欄の一つ右にあるように、当

初予算案は６，１６９億４，５００万円であり、

その右の２９年度当初予算額６，０９８億６０

０万円と比べますと７１億３，９００万円の増、

伸び率で１．２％の増となっております。

歳入予算の主な内容について、今御覧いただ

いている資料と、予算に関する説明書により説

明します。

まず、表の一番上、第１款県税については、

３０年度当初予算案Ａにありますように、１，

２５７億円で、その右の２９年度当初予算額Ｂ

と比較すると３３億円の増、率にして２．７％

の増となっております。これは個人所得や企業

業績の改善等によるものです。

詳細につきまして、予算説明書の５ページを

お開きください。

まず、第１項県民税、第１目個人についてで

す。左から２列目、本年度予算額にあるとおり、

３４６億４，９６４万８千円です。個人所得の

回復に伴う所得割の増により、比較欄のとおり、

７億８，６４３万３千円の増となっております。

次に、その下の第２目法人４５億５，０４２

万６千円と、７ページの下、第２項事業税、第

２目法人２４７億６，２４３万７千円、この二

つの合計がいわゆる法人二税ですけれども、さ

きほどの別途配付の資料のＡ欄の上から二つ目

にあるとおり、合計すると２９３億１，２８６

万３千円となっております。これは円安等を背

景とした企業業績の改善等により、２０億１，

８８７万円の増となったものです。

次に、予算説明書９ページをお開きください。
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第３項地方消費税であります。右肩にあるよう

に、３１０億４，０９４万８千円を計上してお

ります。

第１目譲渡割については、４列目比較欄にあ

るとおり、６億３，１６６万４千円の増となっ

ております。これは、景気回復に伴い、個人消

費が向上していることを見込んだものです。

第２目貨物割は、輸入取引を対象とするもの

ですけれども、県内での原油輸入量の減少が見

込まれることから、１０億７，０３８万８千円

の減を見込んでおります。

次に、１４ページをお開きください。第８項

軽油引取税については、９１億３，６８８万７

千円、前年度比で３億５，５４５万５千円の増

となります。これは、公共事業などの増加等に

伴う軽油需要の増加を見込んだものです。

資料にお戻りいただき、上から三つ目の第２

款地方消費税清算金については、４４３億１，

１００万円を計上しております。これは、税務

署に納付された地方消費税をそれぞれの都道府

県が一旦受け入れた後、各都道府県間で清算す

るものでありますけれども、地方財政計画にお

ける全国ベースの個人消費の動向等を踏まえ、

前年度と比べ１１億２千万円の増、率にして２．

６％の増を見込んでおります。

その下の第３款地方譲与税については、２０

７億２，３００万円、対前年度比２億３，６０

０万円の増となっております。これは、地方譲

与税の大半を占める地方法人特別譲与税が、さ

きほど申し上げました法人二税同様、企業業績

の改善等により増額することが要因となってお

ります。

次に、第５款地方交付税１，６７５億円と、

表の下から三つ目の、地方交付税の振り替わり

であります臨時財政対策債２５５億５，９００

万円との合計については、表の一番下に示して

おりますけれども、１，９３０億５，９００万

円となっており、前年度と比べ３４億８，７０

０万円の減となっております。これは、県税収

入等の増に伴って減額を生ずるものでございま

す。

次に、第７款分担金及び負担金は、３８億９，

１２６万円と、前年度から５，３７６万３千円

の増となっております。これは、公共事業や県

立スポーツ施設の建設事業費の変動等に伴う市

町村負担金の増によるものであります。

その下の第８款使用料及び手数料については、

７７億９，２９３万３千円と、前年度に比べ１

億４，１１７万７千円の減となっております。

これは、生徒数の減による県立学校授業料や運

転免許関係手数料の減収が主な要因であります。

その下の第９款国庫支出金については、９３

１億７，０６２万３千円と、前年度比で８，０

１２万円の減となっております。

主なものにつきまして、予算説明書の４４ペ

ージをお開きください。第１項国庫負担金、第

３目保健環境費国庫負担金については、左から

４列目、比較欄にありますように、２億４，６

７６万４千円の減となっております。これは、

２９年度集中的に整備した地域密着型介護サー

ビス事業所、いわゆるグループホームですけれ

ども、これらの整備が減少することなどによる

ものであります。

次に、４７ページをお開きください。第２項

国庫補助金、第２目福祉生活費国庫補助金につ

いては、１２億９，５５３万５千円の減となっ

ております。これは、３０年度からの国保の広

域化を見据えた国民健康保険財政安定化基金へ

の積立てが完了したことなどによるものです。

次に、６５ページをお開きください。第１０

目災害復旧費国庫補助金は、九州北部豪雨や台

風第１８号災害の復旧のため１８億９，４８１

万９千円の増となります。

また、資料にお戻りいただき、第１０款財産

収入については、１５億１，１１０万９千円と、

前年度比で１億１，３６１万８千円の増となっ

ております。これは、不動産売払収入において、

旧大分東警察署や玖珠地区教職員住宅の売却を

見込んでいることなどによるものです。

次に、二つ下の第１２款繰入金についてです

が、２３５億６，６１２万４千円と、前年度比

で５３億２４９万９千円の増となっております。

これは、県有施設の整備等のため、あらかじめ

確保していた特定目的基金をできる限り活用し



- 8 -

予算特別委員会会議記録 第２号

たことによります。他方、財政の健全性を堅持

するため、財政調整用基金の取崩しは極力抑制

したところであります。

詳細につきまして、予算説明書の８４ページ

をお開きください。第２項基金繰入金、第１目

財政調整基金繰入金３０億円と、第３目の減債

基金繰入金の一部５８億円がいわゆる財政調整

用基金となりますけれども、前年度に比べ４億

円減の８８億円としております。

また、第４目県有施設整備基金繰入金につい

ては、県有施設の老朽化対策等のため５０億１，

９９５万５千円、前年度比で１９億３，４９５

万５千円の増となっております。

三つ下の、第７目芸術文化基金繰入金につい

ては、国民文化祭開催経費等のため６億６，７

８９万９千円の増の７億８，６４８万３千円と

しております。

その一つ下の、第８目県立文化・スポーツ施

設等整備基金繰入金については、県立スポーツ

施設や芸術文化短期大学の建設工事の本格化の

ため、２８億５，１０９万５千円増の３５億８，

１８２万７千円としております。

また資料にお戻りいただき、下から５番目、

第１４款諸収入につきましては、５７２億８７

４万２千円と、前年度に比べ４億２，５０３万

８千円の増となっております。これは、旺盛な

企業進出意欲に対応するため、県土地開発公社

が行う工業団地造成事業費の貸付枠を増額した

ことなどによるものです。

最後に、その下の第１５款県債です。７０６

億８，９００万円と、前年度に比べ６億４，２

００万円の減となります。これは、さきほど申

し上げました一つ下の臨時財政対策債が減額し

たことなどによるものであります。

以上をもちまして、平成３０年度当初予算案

の歳入全般についての説明を終わらせていただ

きます。御審議のほど、どうぞよろしくお願い

いたします。

衞藤委員長 以上で説明は終わりました。

この際、委員の皆さん方に申し上げます。

これより質疑に入りますが、本委員会での質

疑は、事前に通告のあった委員を優先して指名

します。発言は、私から指名を受けた後、起立

し発言願います。発言の際は、お手元のマイク

を使用してください。

質疑は、付託された予算議案に対する内容に

とどめるとともに、説明資料名、ページ及び事

業名等を明らかにしてください。質疑の方法は

一人一括問答方式となっており、質疑は関連質

疑も含め一人５分以内、再質疑は２回までとな

っていますので、要点を簡潔にお願いいたしま

す。

なお、関連質疑は、関連した内容にとどめ、

関連以外の質疑にわたらないようにお願いしま

す。また、執行部に対し資料の要求等がある場

合は、質疑とあわせて要求していただくようお

願いいたします。

執行部の皆さんに申し上げます。

答弁は挙手し、私から指名を受けた後、自席

で起立の上、マイクを使用し、簡潔明瞭に答弁

願います。

事前の通告者が３名おります。

それでは、順次指名してまいります。

堤委員 まず、歳入の関係ですけれども、先日、

財政見直し試算というのがありまして、その中

で、県税の伸びが国の名目成長率を参考にして

試算されておりました。消費税は来年１０月に

増税予定となっていますけれども、これが上が

れば成長率は当然その分減少する。これは８％

の増税のときに長く成長が止まったという現状

から考えると、そう思われるんですが、そうい

う状況の中でも県税が大きく伸びるというのは

考えにくいんですけれども、それをどう考えて

いるのかということが一つ。

それと、委員長、さっき説明の中で気が付い

た点がありますので、質問通告はありませんけ

れども、ちょっとそれは発言をさせていただき

たいと思います。（「はい」と言う者あり）

さきほど部長から、県民税と地方消費税の関

係で、景気回復の結果、個人所得割が増えたり、

また個人消費が伸びていると報告されておりま

す。個人消費というのはＧＤＰ全体の大体６割

を占めておるんですけど、これがどういう状況

で伸びているという判断をされているかという
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ことを教えていただきたいのと、あと、大分県

内の赤字の法人の比率がどれぐらいあるかとい

うことを少し教えてください。

佐藤財政課長 財政収支見通しの中の県税の試

算のやり方、そんなに伸びないんではないのか

ということについてお答えをさせていただきま

す。

今回の見直しの試算におきましては、国の中

長期の経済財政に関する試算など、国が示して

いる試算、計画等を参考に、本県個別の施設整

備計画等を加味して機械的に算出をしたもので

あります。県税につきましても、消費税率の改

定も踏まえた、さきほど申し上げました国の中

長期経済財政に関する試算で用いられている名

目成長率を根拠に、経済成長の効果が地方税に

ついては１年遅れで反映されると見て、機械的

に算出をしております。

よって、これまで例年試算をしておりますけ

れども、同様に、個別に県税の状況について本

県独自に試算するというのはなかなか困難とい

うことで、こういったやり方で県税の試算をし

ております。

吉冨税務課長 県民税と地方消費税の個人の所

得割についてという御質問でした。

個人の所得割につきましては、７割を占める

個人の給与所得の、給与所得者の毎月勤労統計

調査というのを行っております。その伸びによ

り算定をいたしました。地方消費税についても

同様に、個人所得の伸びということで、譲渡割

については見込んでおるところでございます。

それと、県内の赤字法人の比率でございます。

本県に本店のある本県本店法人の欠損割合につ

きましては、約７割、７０％と把握をしており

ます。

堤委員 試算に関しては、私たちはそういう機

械的な判断をするしか方法はないというのは分

かるんですよ。ただ、その数字が結構一人歩き

しちゃうんですね。伸びると。そうすると、実

際の結果からすると、違う部分も当然出てくる

わけですから、そういうところは慎重に試算を

していただきたいと思いますし、地方消費税の

関係は個人消費が伸びていると。個人消費、地

方消費税については、給与が伸びているから、

この消費税の関係も伸びている。そういうふう

な判断。それと別に何かあれば、それを教えて

ください。

吉冨税務課長 申し訳ありません。譲渡割が、

個人の関係、所得、消費に関するものなんです

けれども、それにつきましては、大分県地方財

政計画の数字に基づいて行っております。ただ、

その補完する割合としては、そういった意味で

個人の消費も伸びているというのを補完要因と

しております。

堤委員 個人消費が伸びているというのは、実

際の数字的には、じゃ、どういうふうになって

いるの。

吉冨税務課長 後で資料をお持ちします。

衞藤委員長 いいですか。（「はい」と言う者

あり）

守永委員 平成３０年度予算に関する説明書の

５ページから１５ページにかけてなんですが、

諸税の滞納繰越分の徴収率で、県民税について

は個人で３２．２％、法人税１９．８％、事業

税の個人では２９．２％、法人では１１．０％、

不動産取得税では２８．９％、自動車税では３

０．９％といった徴収率を設定してあるんです

が、この徴収率の設定については、何を基に設

定をしているのか教えてください。

それと、滞納分で、徴収が厳しいとは思うの

ですが、どのような努力をされたのかお伺いし

ます。

吉冨税務課長 滞納繰越分の徴収率についての

御質問でございます。

滞納繰越分の徴収率につきましては、過去の

徴収率の推移等を税目ごとに分析して算定をし

ております。また、個別の滞納事案等の特殊要

因がある場合には、それを勘案して算定してお

ります。

また、個人県民税では、市町村への徴収職員

の併任派遣など、連携した取組を実施しておる

ということ。それと自動車税では、徴収職員だ

けでなく課税職員も含めて県税事務所全体で滞

納整理に取り組んでいるところでございます。

ただし、資力があるにもかかわらず納付しな
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い方には、捜索、差押えなど、厳正な滞納処分

を実施するとともに、その一方で、納付をした

くても納付できないような方には、納税の猶予

や滞納処分の停止を行うなど、生活実態に応じ

た対応をしておるところでございます。

守永委員 滞納分ということで、かなり実態を

見ながら苦労されているところがあるんじゃな

いかと思っています。予算でこういう率を設定

して、実績としてこの設定を下回らないという

ことが大事なんだろうとは思いますし、その中

で、かなり滞納分についての徴収率を維持する

ために努力もされているというのは、様子を見

ても分かるんですが、今後、県税事務所の在り

方についても議論がされると思うんです。徴収

率を下げないということと、費用対効果という

部分は確かにあるとは思うんですが、公平性を

いかに保つかということも大事だろうと思って

いますし、県民の皆さんの利便性の確保も含め

て、組織の在り方についても、今後ぜひ前向き

な議論もお願いをしておきたいと思います。

もし何かコメントをいただければいただきた

いと思いますし、もう特にコメントがないよう

であれば、ぜひ努力をお願いして、終わりたい

と思います。

吉冨税務課長 県税事務所の見直しにあたりま

しては、地元の意見も伺いながら、今、丁寧に

進めているところでございます。地元からは、

地域における税行政の一翼を担う県税事務所が

なくなるということは、個人県民税の徴収業務

を担う市町村との連携が弱まって、徴収率等に

影響が生じるのではないかといった意見もいた

だいてきました。現在、再編後も徴収率が下が

ることのないよう、市町村との連携を強化する

とともに、統廃合により生じた人員を市町村へ

派遣するなどの検討を行ってまいりたいと思っ

ております。

衞藤委員長 いいですか。（「はい」と言う者

あり）

土居委員 私からは、平成３０年度予算に関す

る説明書の８４ページ、基金繰入金についてお

伺いします。

予算発表時の資料によると、３０年度末財政

調整用基金残高は、安定的な財政運営に必要と

考えられている３２４億円を５２億円下回って

います。大規模な災害など、不測の事態に備え

た基金という性質を考慮すると、一時的に目標

を下回ることはやむを得ませんが、積み増しに

しっかり取り組んでいただきますよう、まずは

お願いしておきます。

そこで、基金に関して三つ伺います。

まず、一つ目は、財政調整用基金の取崩しを

抑制するため、特定目的基金を最大限活用した

ということですが、どのように工夫されたのか

を伺います。

二つ目は、今回の活用によって特定目的基金

の残高も気になるところですが、平成３０年度

末残高はいくらを見込んでいるのでしょうか。

また、今後の活用に不足することはないのか伺

います。

三つ目が、国では地方の基金残高の増加を地

方交付税の削減に結びつけるような議論がなさ

れております。今後の方向性について見解を伺

います。

和田理事兼審議監 まず、地方の基金残高の議

論の今後の方向性についてお答えをさせていた

だきます。

この問題の経緯から付言して申し上げますと、

昨年の６月に決定されました骨太の方針２０１

７におきまして、財務省から、国は赤字国債を

発行する中で交付税措置をしていると。そうい

った中で地方において基金が増加しているのは

問題ではないか、地方交付税を減額して赤字国

債の発行を抑制すべきでないか、そういった議

論があったところでございます。骨太の方針に

おいては、まずは総務省が全国調査を行い、基

金の増加の背景や要因を分析するとされたとこ

ろです。その調査結果については、昨年の１１

月に公表されておりますけれども、基金残高に

つきましては、平成１８年度末が１３．６兆円、

それが平成２８年度末は２１．５兆円となって

おりまして、この１０年間で約８兆円増えてい

るという状況でございます。

ただし、財務省の主張する交付税措置の関係

で申し上げますと、税収が高くて交付税をもら
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っていない東京都等のような団体を除くと、５．

３兆円の増加という状況です。さらにその交付

団体の５．３兆円の増加のうち約４割は、国の

国庫支出金を伴うものであったり、あるいは合

併に伴うもの、国の制度改正に伴うものという

ことになっております。残り６割は、これは本

県も含めて、各地方公共団体において行財政改

革の努力に取り組み、そういった財源を将来の

備えにためているという状況でございます。

こうした調査結果を踏まえて、総務省は、基

金残高を理由に地方交付税を削減するのは適当

ではないという見解を示しまして、平成３０年

度の地方財政対策においては、基金残高を理由

として交付税の削減は行われていないという状

況でございます。

しかしながら、この基金残高の問題の一番の

ターゲットは、来年の骨太の方針２０１８だろ

うと考えております。現在、平成３０年度まで

は地方の一般財源総額についてしっかり確保す

るという方針が骨太の方針で示されているとこ

ろです。平成３１年度以降どうするかというこ

とが、まさに骨太の方針２０１８で議論され、

恐らくその中でこの基金の増加ということも論

点になってくると考えておりますので、その議

論の中で、しっかり地方の立場を主張していく

ことが大事だと考えております。

佐藤財政課長 まず、特定目的基金の活用につ

いて、どのように工夫をしたのかということに

ついてお答えいたします。

本年度は大規模災害が発生して、その復旧復

興のために積極的に財政調整用基金を取り崩し

て対応しました。そのような中、３０年度当初

予算を編成するにあたり、できるだけ財政調整

用基金の取崩しを抑制して、何とか３２４億に

近い額で基金の残高を保ちたいということで、

特定目的基金を充当する事業を増やしたり、基

金需要を見据えた規模是正などを行った上で、

最大限特定目的基金を使うということで予算の

編成作業を行ってまいりました。

具体的には、社会福祉振興基金というのがご

ざいますけれども、この充当事業を２０事業か

ら４１事業と倍増したほか、屋内スポーツ施設、

芸術文化短期大学の改修などに、施設の整備費

としてあらかじめ積み立てておいた県有施設整

備基金を対前年で６割増しの５０億円、それか

ら県立文化・スポーツ施設等整備基金を３６億

円と、積極的に充当したところであります。

また、土地開発基金の積立額を１０億円ほど

持っておりますけれども、条例上の基本額が４

億円でしたので、規模是正を６億円いたしまし

て、その是正額も踏まえ、景気回復に伴い、投

資意欲の旺盛な企業の県内への進出に向けて迅

速に対応するということで、企業立地促進等基

金に１０億円の積み増しを行ったところであり

ます。

これらにより、３０年度一般会計当初予算で

は、活用額１４５億円となりまして、２９年度

の当初予算と比べまして５７億円の増となった

ところであります。

もう一つ、特定目的基金をそれだけ使って３

０年度末にいくらになるのかということと、今

後の活用に不足はないかということでございま

す。

県が保有する基金は３０基金ございます。そ

のうち財政調整用基金二つを除きますと、２８

の特定目的基金を持っており、その残高は３０

年度末で約３３５億円となる見込みです。この

うち、国民健康保険財政安定化基金など、国の

施策に基づいて国庫等を財源として積み立てた

分の残高が１１７億円ほどあります。それを除

いて県独自に積み立てている分が１７基金、約

２１８億円あります。残高についてはそういう

ことです。

また、今後の活用について御心配をいただき

ましたけれども、芸術文化短期大学の改修とか

屋内スポーツ施設の整備などのために積み立て

ております県立文化・スポーツ施設等整備基金、

また、一部でありますけれども、ラグビーワー

ルドカップ開催等のために積み立てているスポ

ーツ振興基金、こういったものについては予定

どおり活用できると見ております。

このほか、老朽化した県有施設の改修等を計

画的に行うために積み立てております県有施設

整備基金、今、約１００億円ほど残高がありま
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すけれども、これについて改修とか保全に毎年

１３億円ほどかかっております。改修や維持保

全計画についてはしっかりと毎年毎年精査をし

ていきながら、ただ、改修、保全にはお金がか

かりますので、長期的に不足が生じないように、

これまで同様に行革努力などによって適宜必要

額の積み増しを行いたいと考えております。

土居委員 特定目的基金を工夫して活用されて

いる具合がよく分かりました。ただ、その改修

とか維持にこれからもかかるので、極力注意を

しながら、活用をお願いいたします。

それから、骨太の方針２０１８については、

国に対して議会からも要望をどんどんしていき

たいと思っていますのでよろしくお願いします。

（「関連」と言う者あり）

衞藤委員長 関連。原田委員。

原田委員 今、和田理事と財政課長のお話を聞

くと、言い方は悪いけど、目立たないために、

財政調整用基金じゃなくて特定目的基金の方に

振替を心がけているというふうに聞こえるんで

すけど、そういった考え方でやっているのかな

と思うんです。というのも、この大分県だけで

なくて県内の自治体、全国の自治体も同じよう

な動きがちょっと見えるもんですから。そうい

った考え方を進めているのかというのをお聞き

したいと思います。

佐藤財政課長 今回、特定目的基金を活用した

のは、確かに時期として国で基金残高の議論が

されている中なんですけれども、私どもの今回

の特定目的基金の積極的な活用の方針というの

は、やはり２９年度に大きな災害があって、財

政調整用基金を２７億円取崩しして、なおかつ

国の補正を積極的に受け入れる中で、３０年度

当初予算を編成するときに、今回結果的には８

８億円ということで対前年比４億円減で財政調

整用基金の取崩しの抑制を図ったんですけれど

も、５７億円ほど特定目的基金を積極的に使っ

ております。もし特定目的基金の活用をしなけ

れば、大きく財政調整用基金の取崩しをしない

と悪いということですが、今３０年度で自然体

で残高が２７２億円、これに年度中の節約とか

節減とかを含め、何とか３２４億円に近づける

形で、標準財政規模の１割を確保できるのかな

というところをを見据えながら編成作業を行っ

ておりました。ですので、時期的に確かにリン

クするんですけれども、決して目立たなくする

ためにこちらを使ったということではなくて、

どちらかというと、財政調整用基金を確保する

ためにこちらを積極的に使ったというのが今回

の特定目的基金の活用の理由でございます。

衞藤委員長 いいですか。（「はい」と言う者

あり）

以上で事前通告者の質疑を終了しました。

ほかに御質疑のある方は挙手をお願いします。

麻生委員 通告をしていなくて申し訳ないんで

すが、４６ページからの国庫補助金について。

昨日もちょっと議論させていただきましたが、

地方創生推進交付金の中で、例えばＲＥＳＡＳ

に関わる部分で、それで補助金が認定されたも

のというのが、あるのかないのかだけ教えてく

ださい。

ほかにも、ほかの部局にも地方創生推進交付

金が出ているわけですが、もしある場合は、後

ほどその対象事業名というか、それについての

一覧表を資料としていただければ幸いです。

それから、半島振興法についても昨日お話を

させていただきましたが、半島振興法に伴うか

さ上げは全国で１億円ぐらいの枠しかないと聞

いておる中で、約２千万円近く大分県に引っ張

ってきているというのは評価すべきなんでしょ

うが、国会議員による議員立法によって制定さ

れた法律を根拠とするものについては、やっぱ

り相当なアプローチをしていくと同時に、政策

提言をしっかりして、その上で個別予算要求と

いうか、要望活動を行って、その上でしっかり

勝ち取るものは勝ち取っていくという取組が必

要になってこようかと思うんです。そういう意

味では、我が県は、うまくいっている部分とい

っていない部分の格差が大きいもんですから、

特に半島振興法に関しては、県議会も全国都道

府県議会議長会の監事になっていて、そういっ

た役職もありますし、フル活用しながら取組を

していく、一体となって取組をしていく必要が

あろうかと思うんです。そういう意味を含めて、
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例えば半島振興法だと、総額が１億円のところ

を、例えば政策提言をして全国でも１００億円

とか、それぐらいを要求して、その中から引っ

張ってくるという手順も必要になろうかと思う

んです。その辺についてのスケジュールとか、

取組の在り方とかについて考え方をお知らせく

ださい。

山田市町村振興課長 質問のありました地方創

生推進交付金について、ＲＥＳＡＳの活用事例

があるかどうかということについてお答えいた

します。

地方創生推進交付金の審査にあたりましては、

客観的なデータ、あるいは類似事業の実績評価

に基づく事業設計が行われているかどうかとい

うのを、国において外部評価委員を交えて厳し

く審査します。そういう意味で、ＲＥＳＡＳを

活用した、あるいはビッグデータ等を引用した

的確なＫＰＩの設定、あるいはそれについての

中間検証等が審査において求められますので、

県内の市町村全てとは言いませんが、事業計画

書をつくる段階で、ＲＥＳＡＳのみでなくいろ

んなデータを活用しながら、客観的にどういう

成果が事業の執行によって現れるかということ

をきちんと計画の中に盛り込まないと、なかな

か採択されないという状況がございます。

ちなみに、本県の市町村では、２９年度につ

きましては３７事業が、新規、継続を含めて採

択されております。この件数は、１市町村当た

りの採択数で計算をしますと１．８３本という

ことで、九州各県の中では１位の成績となって

おります。３０年度につきましても、今、４５

事業の申請をしているところでございます。

具体的にＲＥＳＡＳを活用しているかどうか

ということは、市町村には確認しておりません

が、そこが必要ということであれば、また確認

の上、後ほどお示ししたいと思っております。

佐藤財政課長 半島振興の関係のかさ上げが２

千万円ということで、確かに大分県は、もとも

と半島が多いということで、積極的にかさ上げ

を申請しているということなんですけれども、

委員がおっしゃったとおり、やはりほかの事業

でもそうですけれども、大分県選出の国会議員

にいろんなところで連携をとりながら、財源と

しての国庫を獲得にいくというのは非常に大事

なことだと思います。かさ上げについてもやっ

ぱりその辺については十分連携しながらやって

いきたいと思います。

麻生委員 地方創生推進交付金と、そういった

地域振興に関わる、国会議員による議員立法に

よってつくった法律根拠によるものというのは、

重なる部分も結構あると思うんですね。だから、

なおさらよく連携を図って、こちらの方でとれ

ないときにはこっちでとるとか、よっぽど連携

を密にして情報共有しながら取り組んでいく必

要があろうかと思いますし、我々も役割を果た

すべきところはしっかり果たしていかなければ

ならないと思っておりますんで、よろしくお願

い申し上げます。

衞藤委員長 ほかに御質疑はありませんか。

戸高委員 すみません。１１款の寄附金なんで

すが、いつも余り変わらず同じ金額であります

けれども、一つだけ、この保健環境費寄附金だ

け増額になっております。この中身についてお

聞きしたいということでございます。

それとあと、寄附金を今後増額するための何

か県の取組というか、そういったものがあれば

教えてください。

佐藤財政課長 まず、寄附金の保健環境費寄附

金の増でありますけれども、レジ袋をもらわな

いときに、その分はスーパー等で１枚当たりの

お金をためて寄附する。そのレジ袋の寄附金の

増を見込んでいます。

それから、寄附金の増対策ですけれども、一

つはふるさと納税もこの寄附金になります。県

としてはふるさと納税について、確かに大分県

に愛着を持っている方からふるさと納税をいた

だくということで、返礼品としていくつかを付

けながらＰＲをしているところです。ただ、そ

ういった形の取組というのは大事であると思っ

ておるんですけれども、県で大きく寄附金をい

ただくと、その分が市町村とかの税金から引か

れるということになりますので、県の方針とし

ては、例えばふるさと納税については、気持ち

はいただくけれども、そこに返礼品等で豪華な
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ものをつけて獲得にいくという増対策をすると

ころまではやっておりません。いずれにしまし

ても、寄附金については寄附をする方のお気持

ちでありますので、そこを大事にしながらいた

だきたいと思います。今回増やしているレジ袋

等については環境対策にもなりますので、引き

続きそのスーパー等のレジ袋の削減等の推進は、

スーパーとかの店舗と連携しながらやっていき

たいと思っております。

衞藤委員長 いいですか。（「はい」と言う者

あり）

ほかに御質疑はありませんか。

小嶋委員 あらかじめ出していなくてすみませ

ん。税収が随分伸びていると理解をしておりま

すが、これで歳入全体で自主財源率というのは、

大体どれくらいのパーセンテージになるのかと

いうことと、それから最近法人税辺りが年々伸

びているようにあるので、ここ５年ぐらいの自

主財源率の推移のようなものが分かれば、これ

は資料でいいんですけど、後でいただければと

思います。

佐藤財政課長 自主財源につきましては、県税

とか、地方消費税の清算金とか、繰入金とか、

諸収入とかになりまして、３０年度当初予算で

自主財源比率は４２．８％になります。景気が

回復傾向になると、徐々にその自主財源が上が

ってくる。税収が伸びれば自主財源が上がって

くるということになりますので、歴年の資料に

ついてはまたお示しをしたいと思いますけれど

も、景気の回復局面にあっては、自主財源比率

というのは大方上がってくる方向になると思い

ます。上昇基調になる。

衞藤委員長 いいですか。（「いいです」と言

う者あり）

ほかに。（「委員長」と言う者あり）ちょっ

と待ってください。すみません。

小嶋委員から、自主財源率の推移に関する資

料の要求がありました。

お諮りいたします。ただいまの資料を委員会

として要求することに御異議ございませんか。

〔「異議なし」と言う者あり〕

衞藤委員長 御異議がないので、ただいまの資

料を要求することに決定いたしました。

執行部はよく調整の上、速やかに提出願いま

す。

志村委員 別府市が入湯税を徴収するというお

話を議会で議決したようですが、まず、県外も

含めてどういう反応なのかというのをお聞きし

たいのが一つ。それから、おんせん県おおいた

っていうのは、日本全体でも大変浸透してきた

と思うんですね。そうなりますと、その別府の

入湯税の値上げが、ほかの例えば由布でありま

すとか、そのほかの温泉地でどういうふうに受

けとめられているかというのは、やはり考えな

くちゃいけないことだと思っております。

そうやって見ますと、その市町村における独

自の税の徴収について、よくよく県と協議をし

ながら進めることも、一つは大事なことじゃな

いかなと思っておりますんですが、その辺の考

えをちょっとお尋ねをしたいなと思っておりま

す。

山田市町村振興課長 入湯税の超過課税、引上

げについての県内ほかの市町村の反応というこ

とと、それから、入湯税引上げについて、ほか

の温泉地との兼ね合いということの２点をお答

えいたします。

今回の別府市の入湯税の引上げに関しまして

は、標準税率が法で示されているんですけれど

も、基本的に市町村が自らの判断と責任におい

て課税自主権を活用して引上げをするというこ

とで、これにつきましては、ほかの温泉、入湯

税を課している市町村も同様の引上げは可能な

わけです。しかし、今現在、私どもの方に、別

府市の引上げを受けてうちも検討したいといっ

た情報は入っていません。県内ほかの、例えば

由布市等も、入湯税につきましては２８年で１

億円の収入がございます。この分を引き上げれ

ば、かなりの増収になるわけですけれども、今

回別府市におきましては、旅館ホテル関係者等

あるいは市民の検討委員会をつくって、そうい

った方々の意見を聴きながら時間をかけて検討

したということで、なかなか一足飛びに、じゃ、

うちもというふうに追随するのは難しいんでは

ないかと思います。
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いずれにしても、その入湯税引上げ分の使途

を明確にして、観光客、あるいは市民の皆さん

が納得するような、そういうものを今から中身

を詰めていくということですので、それを見て

いくと。そういう状況ではないかと思っており

ます。

ほかの温泉地との兼ね合いということですが、

今回、全国にもほかに入湯税を既に超過課税し

ているところが４市町ほどございます。ほかの

ところは規模の小さい温泉地で、引上げについ

ての影響というのはさほどなかったと聞いてお

ります。別府市の場合は規模の大きな全国有数

の温泉地ですので、どういう影響があるかとい

うのは、今後の推移を見ていく必要があると思

いますが、いずれにしてもその入湯税を使って

どういう観光振興対策とか、温泉の充実策とか、

そういったものを打っていくのかということが

重要ではないかと考えております。

志村委員 もう一つ聞きたいのは、いわゆる市

町村が独自に制定する税制について、それぞれ

独自にやる権利がありますから、それにいろい

ろ条件を付けることはいかんと思いますが、県

とどういうふうに協議をするかということ。関

連がある市町村が多くなる今回の入湯税みたい

なことについては、もし何か相談があったとき

に、やっぱり県がある程度調整役をやるような

体制づくりが必要だと思うので、そういう意味

で、市町村税についてどう関わるのか、これは

県としてのお考えを聞きたいと思っております。

それから使い道については、市長のコメント

もございましたけれども、やっぱりこれはお客

様にとってよかれということが基本だと思うん

で。だからこれから調査するというよりも、そ

こは、ここで議論することじゃないですけれど

も、やっぱり上げた分についてはお客様に喜ん

でいただけるということが基本だと私は思って

おります。そこも含めて、市町村とどういうふ

うに県は関わるのか、お尋ねしたいと思います。

山田市町村振興課長 超過課税につきまして、

市町村とどう関わっていくかということでござ

います。

今回、ほかの市町村も、今回の入湯税の税源

については非常に関心を持っておりまして、実

は今年度から税制問題検討会議を設置して、３

回ほど開催しました。市町村をめぐるいろんな

税制上の課題について、そこで検討し、あるい

は講師を招いて勉強会を開いたということで、

３０年度もそれを予定しております。入湯税に

つきましては、非常に関連するところも多うご

ざいますし、皆さんも関心が高いということで、

今、これについて協議項目として予定をしてお

ります。今後深掘りをして、どういう課題があ

るのかも含めて、検討を進めてまいりたいと思

っております。

衞藤委員長 いいですか。（「はい」と言う者

あり）

ほかに御質疑はありませんか。

〔「なし」と言う者あり〕

衞藤委員長 ほかに質疑もないようですので、

これをもって歳入予算関係に対する質疑を終わ

ります。

暫時休憩いたします。

午前１０時５５分 休憩

―――――→…←―――――

午後 １時 １分 再開

毛利副委員長 休憩前に引き続き、委員会を開

きます。

これより総務部関係の予算の審査に入ります

が、説明は主要な事業及び新規事業に限り、簡

潔かつ明瞭にお願いします。

―――――→…←―――――

総務部関係

毛利副委員長 それでは、総務部関係予算につ

いて執行部の説明を求めます。

尾野総務部長 それでは、平成３０年度当初予

算のうち、総務部関係の歳出予算について御説

明いたします。

お手元の平成３０年度総務部予算概要の１ペ

ージをお開きください。総務部当初予算（一般

会計）の概要についてです。

左側のⅠ予算のポイントですけれども、総務

部は、安心・活力・発展プラン２０１５に掲げ

る施策を積極的に展開するため、歳入の確保や

歳出の見直し、資産マネジメントの強化等の行
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財政改革を着実に実行し、安定した行財政基盤

の構築を図ることが役割であると考えておりま

す。また、行革アクションプランに基づく着実

な取組として、来年度は職員の働き方改革を一

層推進するための予算等を要求、計上しており

ます。

次に、２ページをお開きください。平成３０

年度の一般会計の予算案の総額は、上の表の左

から２列目の予算額（Ａ）欄、上から３行目の

総務部の計にあるように、１，５２４億１，０

２６万９千円です。これを２９年度当初予算額

と比較しますと、右端の前年度対比欄の上から

３行目にあるとおり、２３億９，０５３万４千

円、率にして１．５％の減となります。これは、

公債管理特別会計繰出金の減などが主な要因で

す。

それでは、主な事業について御説明します。

１２ページをお開きください。事業名欄の一

番下、知事公舎建替事業費３億８４５万５千円

は、昭和２４年に建設され、築６８年が経過し

て老朽化が進むとともに、津波浸水のおそれが

ある知事公舎を、荷揚町体育館跡地に建て替え

るものです。設計等が終了したことから、来年

度は建設工事に着手します。

次に、２３ページをお開きください。事業名

欄下から２番目、県職員の働き方改革推進事業

費１，８８３万２千円は、職員が使用するパソ

コンの稼働状況に基づき、勤務時間を客観的に

把握するシステムを導入するものです。時間外

勤務の命令時間とパソコンの稼働時間に乖離が

生じた場合は、上司がその理由を確認して、業

務処理の方法を具体的に指導し、時間外勤務の

縮減につなげていきたいと考えております。ま

た、柔軟な働き方を推進するため、子育てや介

護職員等を対象に、タブレット端末を貸し出し、

自宅での勤務も可能となるよう支援します。

次に、３２ページをお開きください。事業名

欄の一番上、公債管理特別会計繰出金６３５億

５，２３９万７千円は、県債を償還するため、

通常債分の元金相当額を公債管理特別会計へ繰

り出すものです。これまでの繰上償還や発行抑

制の効果により、元金償還額が減少することか

ら、前年度と比べて約３８億円の減となってお

ります。

その下の減債基金積立金９４億５００万円は、

１０年満期一括償還方式で発行しております全

国型市場公募債について、その償還の平準化を

図るため、借換債を発行し、通算３０年での償

還としていることから、毎年度発行済み額の３．

３％を、満期に備えて積み立てておくものです。

次に、下の３３ページを御覧ください。事業

名欄の上から二つ目、公債管理特別会計繰出金

９２億７，８１６万２千円は、さきほどの元金

と同様に、通常債分の利子を特別会計へ繰り出

すものです。借入金利の低減などにより、前年

度と比べて約１２億円の減となっております。

次に、３５ページをお開きください。事業名

欄の財政調整基金積立金から県有施設整備基金

積立金までは、それぞれの基金の運用利息を積

み立てるものですが、四つの基金を合わせた積

立金の総額は、一番下の目計欄にあるように、

２億９，６６９万円となっております。

次に、３８ページをお開きください。表の左

端、区分欄の上から２番目の事業費について、

左から２番目の目名欄の上から三つ目、地方消

費税清算金から一番下の利子割精算金までは、

それぞれ税収に応じて、清算のため他の都道府

県へ支出したり、市町村へ交付金として交付す

るものです。

次に、４０ページをお開きください。事業名

欄の上から二つ目、県税徴収事務費です。右端

の事業概要欄を御覧ください。上から二つ目の

二重マル、県民税徴収交付金１６億８，０５７

万円は、個人県民税を賦課徴収する市町村に対

し、徴収取扱費を交付するものです。

また、その二つ下の二重マル、自動車税徴収

強化対策事業費１，１８６万円は、自動車税の

納期内納付の促進に係る広報活動等に要する経

費です。

なお、平成２９年度の自動車税の納期内納付

率は、前年度から１．４５ポイント上昇し、７

６．２％となっております。引き続き口座振替

の推進等により、納期内納付率の向上を図って

まいります。
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次に、５６ページをお開きください。県・市

町村「創生人材」育成事業費５５６万７千円は、

地方創生を担う意欲ある自治体職員を発掘、育

成するとともに、ネットワーク化を進めるもの

です。政策研究や地域づくりに取り組む自主活

動グループに対する活動支援や、職員同士のネ

ットワーク化を図るための交流会や学習会等を

開催します。また、県では、平成２９年度は過

去最多となる２３名の実務研修生を１５市町村

から受け入れておりますけれども、３０年度は

研修生を対象とした政策研究合宿を新たに実施

するなど、研修の充実を図ります。

以上で総務部関係の歳出予算の説明を終わり

ます。御審議のほど、よろしくお願いいたしま

す。

毛利副委員長 以上で説明は終わりました。

これより質疑に入りますが、執行部の皆さん

に申し上げます。

答弁は、挙手し、私から指名を受けた後、自

席で起立の上、マイクを使用し、簡潔に答弁願

います。

事前の通告者が７名おります。時間も限られ

ておりますので、円滑な進行に御協力願います。

それでは、順次指名してまいります。

堤委員 予算概要の２３ページ、さきほど説明

がありました県職員の働き方改革推進事業と人

事管理システム再開発事業についてであります。

パソコンの稼働時間で勤務時間をチェックし

て、事前命令と合致しているかどうか確認をす

ると。それで業務量を平準化するとあるんです

けれども、当然チェックする側が業務内容を具

体的に把握しておかないと、平準化というか、

振り分けが難しくなってくるんではないかなと

思います。ですから、事前命令と時間の乖離が

あった場合、どのような形で具体的にその業務

の振り分けをしていくのかというのと、あわせ

て、人事管理及び評価を一元管理するシステム

ともなっておりますけれども、どのようなシス

テムとなるのかと。

二つ目が、同じく４０ページの県税徴収事務

及び不正軽油対策事業についてです。

地方での申請による猶予制度が、２０１６年

４月１日以降の分から始まって、昨年、２８年

度は申請がゼロで、職権が１６件と昨年の予算

特別委員会で答弁をしておられますけれども、

平成２９年度はどうであったのかと。

また、督促状、催告状について、昨年度はど

れくらい発送したのか、その結果はどうか、差

押えなど滞納処分はどうでしたか。

また、不正軽油対策でどのような不正が多い

のか。あわせて、２９年度はどのような事案が

あったのか。

また、出国税が来年１月から導入をされます

けれども、航空券などのチケット購入時に徴収

をされます。大分県から出国する人もいますけ

れども、これは多分国税として徴収されるんで

しょうが、どれぐらいの税収で、大分県にもそ

れが配分されるのかどうかという点についてお

伺いします。

藤原人事課長 ２点についてお答えいたします。

まず、事前命令とパソコンの時間に乖離があ

った場合、どのように是正していくのかという

点についてでございます。

上司の命令により行われた時間外勤務は、翌

朝、事後確認を行います。その際、命令時間と

システムに記録された時間に乖離が生じておれ

ば、その理由を確認いたします。その上で、そ

の日に必ず仕上げなければならない緊急性や必

要性が認められる場合は、命令時間の補正を行

うことになります。あわせて、上司は時間外に

行った業務内容を精査し、最も効率的に処理で

きる方法を具体的に指示することで、今後の勤

務時間の縮減につなげていくことになります。

長時間勤務が特定の職員に集中していること

が確認された場合には、他の職員に業務を割り

振り、業務量の平準化を図ることになります。

さらに、必要があれば、業務量に応じた人員の

配置の見直しも行っていくことになります。

２点目の、人事管理システムの再開発に関し

てでございます。

人事管理システムは、各任命権者ごとに管理

している職員の氏名、年齢、職種、経歴などの

基本情報を登録したシステムであり、通常の人

事管理のほか、人事異動作業等に活用しており
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ます。システム開発にあたっては、各任命権者

で共同で進める必要があることから、開発に係

る経費は任命権者ごとの職員数により案分して

負担することとしております。

現在の人事管理システムは、平成１０年に開

発したシステムがベースとなっており、平成２

２年に一部機能拡張などの改修をしているもの

の、開発後既に約２０年が経過し、セキュリテ

ィの向上や処理スピードの高速化などが課題と

なっております。こうしたことから、来年度こ

れらの課題解決を図るため、現行システムを改

修したいと考えております。

一方、人事評価制度が平成２８年度から導入

されておりますが、この評価事務がシステムと

リンクしていないため、今回の改修にあわせて

システムの中に取り込むことで、人事異動作業

など効率的な人事管理ができるようにしたいと

考えております。

吉冨税務課長 申請による猶予制度についてお

答えします。

２８年度に創設された納税者の申請に基づく

換価の猶予制度でございます。県といたしまし

ては、創設された制度について、ホームページ

への掲載をしたほか、リーフレットを窓口に設

置し、納税相談の際に納税者へ交付するなど、

周知を図っているところでございます。

２９年度は、申請による換価猶予は２件ござ

いました。職権による換価猶予は２４件行いま

した。

次に、督促状、催告書の発付数についてでご

ざいます。

徴収強化の取組により、督促状は前年度より

微増となっているものの、催告書の発付件数は

年々減少してきておりまして、２８年度は督促

状が６万６，９８４件、催告書は５万５，８５

４件を発付しております。

なお、２８年度の滞納処分、差押え件数は２，

１５４件で、２７年度と比べて２０６件の増と

なっております。

次に、不正軽油の関係を説明させていただき

ます。

どのような事案があったのかという御質問で

した。不正軽油の事例というのは、知事の承認

を得ずに軽油と灯油とを混和して製造した不正

軽油を販売する行為と、灯油、Ａ重油を、自動

車、ディーゼル車の燃料として使用する行為が

多いものです。

大分県では、２９年度については事案はあり

ませんが、２８年度に軽油と灯油を混和した製

造油を自動車の燃料として使用した案件が３件

ございました。

３番目の、出国税についてでございます。

３０年度の税制改正により、観光促進のため

の税として、国際観光旅客税が創設されており

ます。新税は国税であり、３１年の１月７日以

降の出国者に対して出国１回につき１千円が課

税されると。この増収額は、国の試算では初年

度に６０億円、平年時で４３０億円となる見込

みです。なお、地方への配分はないこととなっ

ております。

堤委員 人事管理システムですけれども、人事

評価を連結させるという話でしたけれども、こ

れは給与等にも反映するようなシステムになっ

ているのかということが一つね。

それと、働き方改革で、パソコンのオン・オ

フで超勤時間を把握されると。当然そうだけど、

それで結局残業代っちゅうんかな。それとのリ

ンクはするのかどうか。つまり、その残業時間

でもう人件費の中で残業代がいくらというふう

にすぐ計算できるのかどうか。システム上ね。

それは完全に別なのかどうか、ちょっと分かり

ませんので、教えてください。

藤原人事課長 評価事務に関して、当然評価結

果は給与に反映されることになりますが、この

人事管理システムで給与とリンクしているかと

いうことは、それはまた別のシステムになりま

す。

２点目でございますが、超勤時間数はそれぞ

れ毎月実際に行った超勤時間数を把握すること

になりますので、その超勤時間数をもって給与

に反映をさせるという仕組みになっております。

堤委員 超勤の部分で、つまり最後の方、シス

テムでパソコンのオン・オフでから一元管理を

するじゃないですか。つまり、それによって超
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勤時間って大体分かりますわね。それと結局そ

の残業代というのがリンクをするのかどうか、

それとも全然別のシステムとしてするのかとい

うところ。

藤原人事課長 退庁時間で超勤時間数が正確に

把握をされますので、その超勤時間数をもって

給与に反映をするということになります。

尾野総務部長 補足をいたします。パソコンの

稼働時間の把握は、これはあくまで補完的なも

のですので、超勤は命令時間で決まります。た

だ、乖離がある場合には、その命令時間を補正

する、是正するという措置を講じます。それで

超過勤務手当に反映すると。そういう仕組みで

あります。

桑原委員 総務部予算概要２３ページ、職員の

働き方改革推進事業について質問いたします。

ＩＣＴの活用による働き方改革には賛成なの

ですが、この事業は、ＩＣＴの活用により職員

の勤務時間の適正管理と在宅勤務制度の整備を

行うとのことでありますが、根本的な問題とし

て、職員業務の効率化が図られなければ、目的

としている、職員が健康的に能力を最大限発揮

できる職場環境の構築は実現できないと考えま

す。勤務時間が減っても仕事がたまっていくだ

け、もしくは仕事を持ち帰る。在宅勤務ができ

ても、パソコンの入力作業くらいしかできない

のではないかとのことです。この事業には、業

務の効率化という観点は考えられていないのか

についてお聞きします。

加えて、ＩＣＴを活用して効率化を重視した

働き方改革をするというのであれば、クラウド

活用による共同作業が実現できるようにすべき

だと思いますが、これが現在どの程度できてい

るのか、また今後の推進についてどのように考

えているのか、見解をお願いいたします。

また、予算概要１９ページ、文書管理システ

ム改修事業費について御説明ください。

藤原人事課長 お尋ねの件は、通信機器等使用

賃借料４８７万２千円の御質問ということでよ

ろしいでしょうか。（「はい」と言う者あり）

当事業に計上している通信機器等賃借料４８

７万２千円は、育児や介護により時間的制約の

ある職員の柔軟な働き方を支援するため、在宅

勤務を行う職員が使用する貸出し用タブレット

型端末２０台分のリース費でございます。当事

業は、２９年度からの継続事業であり、現行の

在宅勤務システムは、昨年１１月の改修により、

貸出し用端末を活用することで利用環境は格段

に向上し、庁内にいる場合と同程度の業務が可

能となりました。利用している職員からは、通

勤にかかっている時間を有効に活用することが

できたなどの意見もあり、業務の効率化が図ら

れていると考えております。

幸行政企画課長 私からは、クラウド化の部分

についてお答えいたします。

ＩＣＴそのもののクラウド化については、商

工労働部情報政策課が所管しておりますけれど

も、県庁のクラウド化についての御質問でござ

いました。平成２５年度から計画的に進めてい

ると伺っております。運用コストとか、あるい

はセキュリティの確保、こういったものを勘案

しまして、システムが全部で２５９ありますが、

そのうちの７２のシステム、これについてクラ

ウド化の対象として、本年度中に完了すると伺

っております。

石松県政情報課長 文書管理システムの改修事

業内容についてお答えいたします。

この事業は、私ども職員が日々パソコンで起

案や決裁、そういった文書事務を行っているシ

ステムの改修を行うものでございます。

現行のシステムは、平成２１年に開発し、以

来９年が経過しております。新年度、商工労働

部では、ウィンドウズ７からウィンドウズ１０

へのパソコンの更新を検討しております。その

ため、文書管理システムもウィンドウズ１０へ

の対応、それからまた、元号対応の必要がござ

います。開発当初の平成２１年度に比べて、シ

ステムで処理される電子データは約１．８倍に

増大しております。これを支障なくスピーディ

ーに動くよう改修をしたいと考えております。

また、県民からの問い合わせに少しでも早く

対応するために、文書の検索機能を充実する改

修をしたいと考えています。

桑原委員 委員長、すみません、これ再質問に
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入れないでいただきたいんですけれども、一番

最初の答弁、全然的外れで、これちゃんと、県

職員の働き方改革推進事業について……。

毛利副委員長 事業内容の説明をしていただい

た。

桑原委員 業務の効率化という観点が入ってい

るのかということについて質問しているんです

けど。

毛利副委員長 もう一度、藤原人事課長。

藤原人事課長 大変失礼しました。２本ほどご

ざいますが、最初の方の委託料に関しては、今

回勤務時間を客観的に把握するシステムとして

導入する経費でございますので、勤務時間を正

確に把握することによって、最終的には業務の

効率化ということが図られます。そういう認識

で計上をしております。システムを導入するこ

とによって、職員個人個人の正確な勤務時間を

把握し、それをもって超勤時間の縮減、それか

ら業務効率化につなげる、人員配置等につなげ

ていくというシステムでございます。

桑原委員 職員がみんな、だらだら仕事してい

るんであれば、この時間を制限するというのは

有効に働くかもしれないですけれども、一生懸

命仕事しているんであれば、その時間を制限し

ても、その仕事が残っていくだけ、家に持ち帰

ると。そういうことが起こるんじゃないかって

僕は言ってるんですよ。だからそういう観点も

これから入れるべきだと思います。

今、クラウドを利用した共同作業のことにつ

いて御答弁いただきましたけど、正にこういう

ところをやっていくのが業務の効率化に資する

と思います。すみません、これ、文書管理シス

テム、僕、勘違いしていたのかもしんないんで

すけど、平成２７年４月から全職員向けのグル

ープウエアとしてサイボウズガルーンというの

を導入していて、当時の商工労働部情報政策課

の工藤課長の、今後の大きな課題はシームレス

な情報共有をどれだけ進められるかです。政策

を実現していくときに特定の部署で決めていく

という時代は終わりました。部署を横断した議

論を支えるために、より使いやすい情報共有ツ

ールを提供していきたいと考えていますという

発言があるんですね。こういう全庁に関するこ

とっていうのを、この職員の働き方、そういう

ところは、この商工労働部が担当するんですか。

私はこれは総務部が音頭をとってやるべきだと

思うんですけど。

幸行政企画課長 私から、ＩＣＴの全庁的な進

め方ということでお答えしたいと思います。

本県には大分県電子県庁推進本部というのが

ございまして、その中で、ＩＣＴの利活用によ

る業務の効率化を検討する、そういったものの

部会が設置されています。今般、このような働

き方改革という課題もありますので、業務の効

率化については、改めてその中にまた作業ワー

キンググループも設置して、全庁的にＩＣＴを

推進することになっております。

桑原委員 このグループウエアのサイボウズガ

ルーンをちょっと調べていただきたいんですけ

れども、これでそういう共同作業とかを実施し

たら、本当に行政の効率化のみならず、縦割り

行政の弊害を是正するためにも使えると思いま

す。今回の予算案を見ていると、有機的に連携

すれば相乗効果が出そうな事業がばらばらに策

定されている事例を見かけます。こういうこと

は本当に総務の方でしっかりと音頭をとってや

っていただかないといけないのかなと。このグ

ループウエアは共同作業を目指しているのに、

総務部と商工労働部さえ、そういう認識の違い

ということは、同じ考え方を共有できるような

形になっていないのかなとちょっと不安に思っ

ております。働き方改革の本当の肝っていうの

は、業務の効率化をしっかりと図ることも非常

に重要だということをしっかりと考えて進めて

いただきたいと思います。

あと、もう１点、もう要望にとどめますけれ

ども、このＩＣＴを用いた庁内の職員のやりと

りを進めるのも必要ですけれども、ちなみに、

行政と議員の情報共有っていうのは全くできて

いません。もう紙の資料ばっかりで。我々も各

事業の資料を請求するんですけれども、それも、

定例会前になると議会事務局に行って、それぞ

れ部局からもらって、それを見てということな

んですけど、もし、こういうツールを利用して
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議員がそこにアクセスして見れる資料があった

ら、そういう煩わしいことをする必要がなくな

るんです。そういうこともちょっと考えていた

だければと思います。

守永委員 これまで質問された方々と重なる部

分になってくるんですけれども、まず総務部予

算概要の２３ページの県職員の働き方改革推進

事業費に関してなんですが、これは委託料とし

て、職員が心身ともに健康で能力を最大限発揮

できる職場環境を整備するため、勤務時間を客

観的に把握するシステムの開発・導入に要する

経費というふうに組まれていますけれども、こ

のシステム開発の、そして導入のスケジュール

について、それとあわせた働き方改革そのもの

の進め方のスケジュールについて伺いたいと思

います。

それと、同じ２３ページの人事管理システム

再開発事業費については、一元管理するシステ

ムの再開発とあるんで、何か工夫をしていくの

かなと思いながら、さきほど説明を聞いた中で

は、スピードなりセキュリティ、そういったも

のの改良ということだったんですが、人事管理

という観点で何か工夫されるところがあるのか

どうか、もしあれば教えてください。

藤原人事課長 まず、１点目のスケジュール等

についてお答えいたします。

勤務時間管理システムの導入に向けては、２

９年度３月補正予算において債務負担行為の承

認を受け、今月中に契約締結を予定しておりま

す。今後は、委託業者と詳細に打合せを行いな

がら、基本設計、詳細設計を行い、８月から本

運用を開始する予定としております。

県庁の働き方改革については、本年度中に職

員行動指針を策定し、来年度からこの指針に基

づき、管理監督者の責務や職員の心構え、勤務

時間を縮減するための具体的な取組などを、部

長会議や管理者会議、職員研修などの機会を通

じて周知徹底を行うこととしております。

また、働き方改革を進めるためには、勤務時

間の管理とあわせ、まずは業務効率化を進める

ことが必要なことから、スクラップ・アンド・

ビルドを徹底し、無駄な業務を廃止するほか、

現場業務におけるタブレット端末の活用や、災

害現場におけるドローンの活用など、ＩＣＴの

導入も積極的に進めていくことになります。

それから、２点目の人事管理システムの再開

発に向けての留意点でございます。主なポイン

トは、さきほど言いましたように、処理スピー

ドが現システムは非常に遅いのを業務効率化に

向けて改善をしていくということが大きな点で

ございますが、人事評価制度、それからほかの

定数関係の部分についても、人事管理システム

の中で全てリンクできるような形で機能を充実

してまいりたいと思っております。

守永委員 まず、最初の働き方改革に関連する

システム開発については、８月から運用を開始

ということですから、８月以降に実態把握が始

まると理解していいのかなと受けとめたんです

けれども、それから実態を把握した上で、何が

縮減できるのか、どういう効率化が図れるのか

ということを並行して検討していく。多分職員

の皆さんでお互いにそういった作業をしながら、

どういうことができるのかという議論が始まっ

ていくんだろうとは思うんですが、やはりその

中で、パソコンできちんと実態が把握できるの

かというのが非常に気になるところでもありま

す。パソコン作業が全体の勤務労働環境の中で

ごくわずかな時間でしかないという職場もある

はずですから、そういう現場を抱えている職場

での実態把握というのは、どういうふうに実態

把握していくツールを検討していくのか、考え

があればお示しいただきたいと思います。その

辺のカバーをきちんとできないと、全体として

の効率化が図れるものじゃないとも思います。

それと、人事評価の部分については、システ

ム的にまだちょっとイメージがうまく頭に浮か

ばない部分はあるんですけれども、今、人事評

価を各班の総括さんがしている状況があるんだ

ろうと思っているんですが、実際問題、事務分

掌での担当も持ちながら人事評価もする。さら

には働き方改革で超勤管理も、それぞれの班の

メンバーの業務内容を把握しながら、管理して

いくというのは、非常に酷じゃないかなとも思

っています。その辺については、何か検討する
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ところがあるんでしょうか。

藤原人事課長 まず、現場で行う職員の勤務実

態の把握ということに関しては、パソコンを通

常使用していないという場合には、これまでの

所属長による確認ということを徹底していくと

いうことになります。

それから、２点目の人事評価の分に関してな

んですが、班総括の負担ということに関しては、

確かに職員団体との話し合いの中でもよく出さ

れます。この点に関しては、各班を、これまで

大くくりにしていた班を二つに分けるとか、そ

ういうことで班を分割し、目配りを行き届くよ

うにするといった組織的な対応もしているとこ

ろであります。

守永委員 ぜひ超勤全体については実態が把握

できるように工夫を凝らしていただきたいとお

願いしたいと思います。また班総括の評価の在

り方については、やはり事務分掌そのものにき

ちんと注意する中で、班総括に負担がかからな

いような形の工夫をぜひお願いしておきたいと

思います。

衛藤委員 総務部予算概要の５６ページ、県・

市町村「創生人材」育成事業についてお伺いし

ます。

県と市町村の人事交流は、近年大幅に増加し

ておりますけれども、平成２９年度の実績と、

平成３０年度の交流予定内容を教えていただけ

ませんでしょうか。

それと、すみません、ちょっと通告にはない

んですけど、追加で２点あるんですけど、よろ

しいですか。（「はい」と言う者あり）

一つ目が、概要の２３ページ、県職員の働き

方改革推進事業費ですけれども、多分これの契

機になったのが、さきの過労死だと思うんです。

過労死が発生した際に、民間事業者であれば普

通は労働基準監督署からの立入りとか指導、ペ

ナルティー、そういったものがあると思うんで

す。今回県庁でこれが発生した際には労働基準

監督署からどのような立入指導、ペナルティー

があったのかということを教えていただきたい

のと、この働き方改革推進事業費の中にその指

導なりがどのように反映されているのかという

ところを教えていただけませんでしょうか。

そして、次が、マイナンバーについて。

事業予算の概要を拝見すると、マイナンバー

管理費用が全く上がっておりません。当初、マ

イナンバーを導入した際には、利用者の利便性

をどんどん上げていきたいというようなお話が

ありました。

先日、私が市役所に行って印鑑証明を取ろう

としたら、市役所の印鑑登録カードというのが

いるらしいんですけど、そのとき持っていなく

て、マイナンバーを持っていたんですね。これ

以上ない身分確認なんで、これでいいですかっ

て言ったら、それじゃだめですって言われまし

た。これじゃマイナンバーの意味がないんじゃ

ないのかなと思ったんですけれども、この利便

性を高めるために市町村への指導も含めて、県

としては導入後どのような活動をし、どうやっ

て利便性を高めてきたのか、この点を教えてく

ださい。

山田市町村振興課長 私から、２点答えさせて

いただきます。

まず、１点目は、平成２９年度の人事交流の

実績、それから３０年度の交流予定ということ

で、県と市町村の人事交流の一環として行って

おります市町村実務研修生の状況についてお答

えいたします。

平成２９年度は、昨年度の１６人から７人増

加しまして、５８市町村時代を含め過去最高の

２３人となっております。

研修内容といたしましては、職場におけるＯ

ＪＴに加えて、毎月開催する集合研修や１年か

けて取り組む政策研究等を行いました。その結

果、実務研修生からは、県全体を見渡すことで

視野が広がり、幅広い人脈ができた。あるいは、

政策研究を通じて先進地の状況に触れ、知識を

深めることができた等の声が寄せられておりま

す。

来年度は１４市町村から申込みを受けており

まして、２１人の実務研修生を受け入れる予定

になっております。

今後とも引き続き実務研修制度の充実を図っ

てまいりたいと考えております。
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２点目のマイナンバー制度の利便性の向上に

ついてお答えいたします。

マイナンバーの利便性の向上については、普

及がなかなか進んでいないということで、３０

年２月末現在で大分県内が９．３９％、全国が

１０．６８％でありますので、大体全国中位な

んですけれども、カードの普及を、交付率を高

めていくということが重要ではないかと。カー

ドを持っていないことにはなかなかその利便性

を享受するための手段がないということもござ

います。ただ、裏腹に、その利便性を実感でき

ないとカードを申請しようという気持ちにもな

らないということで、県としては、マイナンバ

ーの利便性を向上するために、子育てワンスト

ップサービスといいまして、マイナポータルと

いうサイトを設け、マイナンバーを使って子育

てに関する手続を電子申請でできるように、そ

ういうシステムを整備して全市町村で既にスタ

ートしております。

それから、さきほどの印鑑登録証明の話もご

ざいましたが、コンビニ交付サービスといいま

して、全国のコンビニエンスストアでマイナン

バーカードを使えば、住民票の写しとか、印鑑

登録証明とか、そういったものが手軽に交付し

てもらえると。そういうサービスを佐伯市が平

成２８年３月に１番手でスタートしております

けれども、今年に入り、中津市、日田市、国東

市が既にこのコンビニ交付サービスをスタート

しております。カードがないと使えないという

問題があるんで、こういうものを積極的に皆さ

んに周知していって、カードがあれば大分市の

人が、例えば福岡とか東京に行っても、そこの

コンビニでそのカードを使って自分の住民票で

も印鑑登録でも交付をしてもらえると。そうい

うことで、非常に利便性が高まるきっかけにな

ると思いますので、こういったものをどんどん

進めて、マイナンバーの活用促進を図ってまい

りたいと考えております。

藤原人事課長 現職死亡が起きたときに、労働

基準監督署から立入りによる指導等は、直接は

ございませんでしたが、私どもは現職死亡が起

きたということに対しては非常に反省をしてお

ります。このときに、超勤時間と実際に退庁し

た時間に乖離があったということが判明し、厚

生労働省のガイドラインにあるパソコンによる

的確な把握という基準に沿って、今回の退庁時

間が的確に把握できるシステムを導入したいと

考えております。

衛藤委員 すみません、人事交流のところは、

できれば出し入れ両方知りたいんで、受け入れ

ている部分とこっちから出している部分につい

て、後で資料の要求をさせていただければと思

います。

それと、今、労基署からの立入り指導は全く

なかったというのを聞いて非常に驚いたんです

けど、民間企業の感覚からしたら全く信じられ

ないことなんですけど、全くないんですよね。

ちょっとこれはまた後で詳しく話を聞かせてく

ださい。

それと、マイナンバーについては、やっぱり

普及が進まないのは、利便性が低いからだと思

います。まずはこの利便性を最優先して進めて

いただけるようにお願いいたします。

じゃ、資料要求よろしいでしょうか。

毛利副委員長 ただいま衛藤委員から、県と市

町村との人事交流に関する資料要求がありまし

た。

お諮りいたします。ただいまの資料を委員会

として要求することに御異議ございませんか。

〔「異議なし」と言う者あり〕

毛利副委員長 御異議がないので、ただいまの

資料を要求することに決定いたしました。

執行部はよく調整の上、速やかに提出願いま

す。

その、今の質問。

藤原人事課長 県の場合、まだ三六協定が締結

されておりません。今回の現職死亡、そういっ

たものの反省の上に立って、大変遅くなりまし

たが、３０年度から三六協定を県と職員団体と

で締結をするという運びになります。そういっ

た経緯もあって、労働基準監督署から特に立入

り等の指導がなかったと考えております。

尾野総務部長 補足をいたします。

三六協定、労働基準法に基づく三六協定です
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けれども、いわゆる現場作業がある事業所、例

えば振興局とか、土木事務所とか、そういうと

ころは必要ということで、今年度中の締結に向

けて動いております。

一般的に公務職場にはその三六協定は適用さ

れません。今回、亡くなった職員の部署につい

ては、そうした超過勤務時間の上限を設定する

ような協定というのはそもそも結ぶ必要がない

という場所でもありました。そこは申し添えて

おきます。

毛利副委員長 衛藤委員、よろしいですか。

（「今のは」と言う者あり）はい、いいですか。

よろしいですね。（「いや、はいじゃない」と

言う者あり）いやいや、もう３回目になります

から。２回だ。（「もう１回」と言う者あり）

もう１回。

衛藤委員 さきほどコウム職場は一般的にない

とおっしゃったんですけど、民間企業であると

ころはいっぱいありますよ。私、同じような職

場環境でやっていましたけど、三六協定の対象

でしたし、そういうところはいっぱいあるんで、

一般的っていうのはちょっと違和感を感じるん

ですけれども、そもそもその一般的だと、今回

結ぶ必要もないですよね、それは。

尾野総務部長 公用のコウム、公務職場につき

ましては、例えば災害の対応とかがある関係で

三六協定の適用がないということです。

ただ、今言いましたように、現場の土木事務

所、こうしたところについてはその適用があり

ますので、今回、協定を結ぶようにしておりま

す。一般的な公務の職場については、三六協定

適用がないということであります。

小嶋委員 ２点ありますが、１点目は、さきほ

ど来話にあります文書管理システム改修事業費

ですね。これは中身につきましては御説明があ

ったので、その中身はいいんですが、１点だけ、

委託先とか委託に関する考え方、こういうもの

は入札等で行うのかということについて教えて

いただければと思います。

もう１点目は、２３ページの、さきほど来お

話がありますように、県職員の働き方改革推進

事業です。ＩＣＴの活用による在宅勤務の試行

実施の内容。さきほどの説明では継続事業だと

おっしゃっていました。継続にしては、予算と

して昨年の実績がないので、これはどうなって

いるのかということが一つと、これは職員団体

辺りから要望があったのか。職員団体からはな

いのかもしれません。職場からそういうＩＣＴ

を使った在宅勤務を試行実施したらどうかとい

う要望があったかということ。それから、今、

継続という話がありました。何人ぐらいがこれ

を使っているのかということですね。

石松県政情報課長 システムの改修内容の詳細

ということでございました。

９年前開発いたしましたときは、約８千万円

かかっておりました。今回もまた委託の形で、

予算書に計上しておりますように、三千八百数

十万ということでございます。

改修ですので、例えばウィンドウズ１０に対

応するためのシステムの基盤や環境を更新する

といった、言ってみればマイナーチェンジのよ

うな形でございます。委託するということで、

発注方法に関しましては、今後検討したいと考

えております。

藤原人事課長 まず、予算の関係ですけど、昨

年の予算からこちらの働き方改革推進事業の方

に移管をした関係で、昨年の分が予算がないと

いう状態になっています。

説明に入ります。在宅勤務システムは、平成

２２年８月に導入以降、改修を行っておらず、

老朽化が進んだため、昨年１１月に安定した環

境を提供できるよう改修を行ったところであり

ます。その結果、貸出しタブレット端末から庁

内ＬＡＮにアクセスが可能となり、職場と同程

度の業務が可能となりました。利用環境が向上

したことに伴い、職員の業務効率向上にもつな

がっていることから、１１月以降の利用者は９

名と大幅に増加をしておるところでございます。

２８年度までの利用者が２名ということだった

ので、格段に機器が使いやすくなっていると感

じております。

それから、介護が必要な職員においては、職

員の自宅での業務に限定していた要件を、介護

者の自宅でも可能とするなど、要件を拡大した
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ところでございます。今後も状況を検証し、利

用者の拡大を図っていきたいと考えております。

それから、要望があったかということに関し

ては、特に外部からの要望ということではなく

て、県自ら主体的に進めた方がいいという判断

のもとに行っております。

小嶋委員 さきほどの文書管理システム、ちょ

っと課長、聞きにくかったんで、もう一回、一

番肝のところが聞きにくかったんで。

毛利副委員長 発注方法についてでしょう。発

注方法は今後検討していくということです。も

っとはっきり言ってください。

小嶋委員 もう１点、９名が今使っているとい

うことのようですが、勤務管理の考え方ですね。

多分自宅で使うので、働いている様子っていう

のは実績主義ということになるのか分かりませ

んけれども、やっぱり働くという上ではガイド

ラインといいますか、労働条件、労働条件とい

うより、仕事がいつどういう状態の中でやられ

ているかとか、あるいは仕事をする時間帯の区

分について、しっかり環境づくりをする上で、

ガイドライン的なものが必要になるんじゃない

かなと僕は思うんです。そういうので今策定さ

れたものがありますか。

藤原人事課長 将来的には、勤務管理に関する

ガイドラインは当然必要だと考えておりますが、

今現在は、さきほど言ったような利用者の状況

でございます。まずは利用者を拡大していき、

状況を検証しながら、利用者を増やしていくと

いうことを考えたいと思います。将来的に勤務

管理、勤怠管理も含めて、どういった形で行う

かは検討課題だと思っております。

石松県政情報課長 発注方法については委託で

ございまして、今後検討をしてまいります。

尾野総務部長 テレワークでの勤怠管理であり

ます。現在、実施の頻度を月に５日までにして

おります。月５日までです。その在宅勤務にあ

たっては、業務計画と業務報告をそれぞれ求め

て、この時間のテレワークが適正であったかと

いうことを所属長が判断することにしておりま

す。ちょっとガイドラインがないというような

言い方をしましたけれども、適正な管理を今や

っております。

毛利副委員長 よろしいですか。（「はい」と

言う者あり）

馬場委員 総務部予算概要の１９ページの公文

書館運営費についてお尋ねをいたします。

県の公文書館の現状について教えていただけ

ればと思っております。

先日の報道でも、代表質問でもございました

けれども、旧優生保護法で強制不妊手術をなさ

れた方が県内でも６６３件ということでござい

ました。この優生保護審査会の資料、１９５７

年と６０年分の健康診断書と調査書が県の公文

書館にあったということも報道されております

が、まずその公文書館で保存する公文書の内容、

保存する期間、それから保存期間を過ぎた公文

書がどのようになっているのかということにつ

いて、法的に決められている分がほとんどだと

思うんですけれども、教えていただければと思

います。

石松県政情報課長 公文書館は、平成７年に開

館しております。一義的には、県の公文書を収

集いたします。二義的には、例えば市町村の行

政資料とかも収集いたします。今の公文書館は、

明治以降の例えば県会の議事録とか、市町村合

併に関する文書など、県民共有の財産、歴史的

資料として重要な公文書を収集し、保存してお

ります。

また、県の各所属が保管している紙、または

電子の公文書につきまして、保存期間が経過し、

廃棄予定となったものの中から県の重要な施策

等を、公文書収集基準に基づき、選別を行って

います。

公文書館は、基本的に保存期間は設定してお

りません。ただ、例えば昭和２０年代の文書等

でありますと、非常に紙が劣化したりいたしま

すので、劣化防止のための処置を行い、書庫に

おいて保存をしております。

馬場委員 そうすると、今度の１９５７年と６

０年分の優生保護審査会の資料がたまたま公文

書館にあったというのは、どういう理由であっ

たんでしょうか。

石松県政情報課長 明確な理由は分かりません
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けれども、昭和３０年代、４０年代ですと、そ

ういった公文書を当時の県立図書館に引き継い

でおりました。県立図書館に引き継いだものが、

現在の公文書館にも引き継がれております。

毛利副委員長 よろしいですか。（「はい」と

言う者あり）

土居委員 私からは２点お伺いします。

まず、予算概要書の２３ページの職員研修費

です。

さきほど衛藤委員からの質疑で、市町村職員

との人事交流の実態はよく分かりました。今度

は、大分県の自治人材育成センターの研修の模

様をちょっとお聞かせください。ここでやって

いる管理職の研修とかではなくて、職員の皆さ

んが応募する募集型の研修で、平成２９年度の

実態を。どういうニーズがあって、どういうニ

ーズが低かったのか、お聞かせください。

そして、３０年度の計画をどのようにして計

画したのか、お伺いします。

２点目は、４１ページです。地方税電子化推

進事業費です。

平成２９年度の当初予算額は約１，８００万

円で、３０年度は３，１００万円と増額してお

ります。この増額の理由を教えてください。

藤原人事課長 職員が希望して受講する研修、

これが議員御質問の募集型研修ということです

が、２９講座あり、全体の定員６４１人に対し

て５７９人が受講し、受講率は９０．３％であ

ります。

研修メニューについては、受講直後のアンケ

ート調査や、一定期間経過後に行うフォローア

ップ調査などに加え、各部主管課長で構成する

研修推進協議会においても、新たな行政課題に

対応した研修であるかなどの視点から議論し、

見直しを行っているところであります。

２９年度の実施研修で特に大きな見直しはご

ざいませんでしたが、２８年度まで実施し、２

９年度で廃止したメニューとして、政策立案の

ためのマーケティング研修。これは平成１７年

から長いこと実施してきましたが、近年ニーズ

が減少してきたことから、２９年度に廃止を行

ったというものです。

また、昨年から人事評価結果を人材育成に生

かすため、評価結果から職員に求められる能力

を分析し、職員研修と連携させております。３

０年度に関しては、班の中における組織力強化

が求められていることから、係長級職員のリー

ダーシップ力向上を図るため、フォロワーシッ

プ研修を新設することにしております。

吉冨税務課長 地方税電子化推進事業費につい

てお答えいたします。

２９年度にございました自動車保有関係手続

に係るワンストップサービス、ＯＳＳの導入に

係る開発経費が２９年度で終了して、その運用

に係る経費をこの地方税電子化推進事業に持っ

ていったものです。そのためにこの形になって

おります。

毛利副委員長 土居委員、よろしいですか。

（「はい」と言う者あり）

以上で事前通告者の質疑を終了いたしました。

ほかに質疑のある方は挙手を願います。

河野委員 超過勤務の問題について、現状の把

握についてお伺いしたい点があります。

いわゆる働き方改革を進める上で、現状の認

識がどうなのかということが大きな前提になろ

うかと思うんです。特にサービス残業が公務部

門に存在するのか、その実態はどうなっている

のか。超過勤務の届出をしない残業、それから

いわゆる持ち帰り残業、こういったものが現実

に行われていないのかどうなのか。その実態を

どのように把握しているのか。そういったもの

が本当にないのかどうか。民間では誠に大きな

問題となっている部分であります。

そこで、さきほど出ましたテレワーク等につ

いても、一定の要件で事前申請があって認めら

れた人だけなんですけれども、現実の話として

みれば、資料作成等具体的な業務を持ち帰って

やっている方は結構いらっしゃるんじゃないか

と思います。思いますというか、そういうのを

見聞きしております。そういった部分で、超過

勤務手当の対象とならないそのような業務につ

いては、個人の都合であるからという形で賃金

の支給対象になっていないということもあろう

かと思います。あえてそれを実態把握するとい



- 27 -

予算特別委員会会議記録 第２号

うことについては、賃金の支払義務を認める形

にもなって、やりにくいかという気もするんで

すが、そういった現実のいわゆるサービス残業

について、公務職場がどうなのかという部分に

ついては、どのように把握を進めていらっしゃ

るのか、まずお伺いしたいと思います。

藤原人事課長 超勤時間の把握の仕組みについ

ては、事前命令、事後確認ということで努めて

おります。その中でサービス残業はあってはな

らないと思っておりますが、実際には非常に忙

しくなると、命令時間と退庁時間との間に乖離

が生じるという実態は否めないと思っておりま

す。

もう一つ、持ち帰り残業に関しては、公務上、

簿冊の持ち出し、データの持ち出し等は厳しく

禁止されておりますので、そういったものは実

際にはないと認識しております。

こういったことから、今回勤務実態を正確に

把握するシステムを導入し、サービス残業のな

い正確な勤務実態の把握に努めていきたいと思

っております。

河野委員 そういう答えだろうと思っておりま

したけれども、現実には、打ち出しをした紙の

資料をもとに、さらにそれをまとめる形の資料

作成等の業務っていうのは日常的に持ち帰られ

ていると認識しております。そういった部分に

ついて、いわゆる勤怠管理が厳格化すればする

ほど闇の中に隠れていく。それが実質的な超勤

時間につながっていく。これは民間のいわゆる

過労死の問題でも、そこがクローズアップされ

てきているんだと私は思っております。その辺

が、なかなか公務職場の中であらわにならない

という部分について、非常に大きな問題かなと

思います。その辺は今の御認識のとおりで、今

後見直す予定はないんですね。

藤原人事課長 今の認識のもとで、今回客観的

な勤務時間を把握するシステムを導入し、実態

に合わせていきたいと考えております。

毛利副委員長 よろしいですか。（「はい」と

言う者あり）

麻生委員 概要の１ページについてであります。

今議会、代表質問や一般質問等々で、安心・活

力・発展プランの目標指標を上乗せ目標に変更

したといったお話がありますが、そういった部

分について。総務部が一番最初で筆頭ですので、

総務部に関わる部分でその目標の見直し部分が

あるのかないのかお示しいただくと同時に、こ

れから審議するにあたって各部局冒頭でそこの

部分をしっかり説明した上で、予算の中身の説

明に入っていただくことをまず１点お願いしま

す。

それから２点目、２４ページです。職員厚生

費に関しての各種施策について予算計上されて

おります。県の職員が率先垂範して健康維持、

あるいは働き方改革等々をやっていただくこと

が求められているわけであります。特に今年は、

食育推進全国大会大分大会も開催されるという

中で、対症療法、悪くなって対処するよりも、

予防を中心に行動を変えていくことが必要にな

ってこようかと思うんです。例えば健康診断に

しても、お口の健康では、先進国は３か月に１

回唾液の検査をした上で、歯医者での口のクリ

ーニングを３か月に１回とか半年に１回とか１

年に１回とか、そういうような予防中心のやり

方に変わっていっている。職員厚生費も構造改

革をして、予防中心という形、心のケアも含め

て、そういったことが必要ではないかなと。そ

ういった抜本的な部分を少しずつでもやってい

かないといけないと思うんですが、その構造改

革についての基本的な考え方とか、苦慮してい

る点があればお示しください。

藤原人事課長 職員厚生費の中にこころの健康

事業費を計上しております。これは、特に心の

不調に対する早期発見に対応しておりますが、

具体的には、職場で心の不調を起こさないうち

に組織的にメンタルヘルスの心構えを習得した

上で、上司が早く気付くと。職員の不調に気付

くという観点から、班総括を対象にしたメンタ

ルヘルス研修や、所属長に次ぐ統括推進員とい

う立場にある職員に対してメンタルヘルス研修

などを行い、早期発見、早期対応につなげてお

ります。

幸行政企画課長 私から、ＫＰＩの見直しとい

うことでお答えいたします。
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総務部としては、所管している政策そのもの

がないので、直接的にはないんですけれども、

１ページに書いていますように、行財政改革の

部分については、全体の長期総合計画の中で行

革の着実な推進ということでございます。行財

政改革アクションプランそのものは、２７年度

に策定して、その都度進捗管理をしていますの

で、さきほどおっしゃられたものについては、

各政策あるいは施策所管において、しっかりや

っていくということになろうかと思います。

麻生委員 これから各部局の審査を行うにあた

って、冒頭にしっかり説明をしていただくこと。

そちらからも各部局に通達を出しておいてくだ

さい。お願いします。

それから健康については、心に限った答弁で

ありましたが、健康を含めて全てにおいて率先

垂範。やっぱり県庁の職員が見本となるような

形のありとあらゆる部分の構造改革についての

考え方について、しっかりとアンテナを高く張

って、もっと早くスピーディーにやっていただ

くことを要望しておきます。

毛利副委員長 ほかにございませんか。

末宗委員 ちょっと１点だけ、行政企画課につ

いて。私の持論なんですけど、総務課っていう

のが県庁でなくなってから行政企画課とか、政

策企画課とか、その二つの違いがいまだによく

分からないんだけど。行財政改革と政策、これ

は一致したもんであって、総務部に行政企画課、

企画に政策企画課と分離した形で課があるんだ

けど、担当の課長としてそこら辺りを、今年ど

のような組織改編をするかも含めて、ちょっと

所見を聞きたいという気持ち。そして予算を見

ると、行財政改革推進事業費９８万円という具

合で、大金かどうかよう分かりませんけど、そ

こら辺りを含めて、ちょっとよろしくお願いし

ます。

幸行政企画課長 それでは最初に、行政企画費

の事業の分がございましたので、これについて

は、お手元の１１ページにございます。この中

の行政情報サービス通信料というのは、ｉＪＡ

ＭＰというものがございまして、情報共有を職

員でやるという予算が主なものです。

最初の御質問で、企画という名前がそれぞれ

の組織についているんではないかということで

ございました。

おっしゃるように、総務部であれば行政企画

課、企画振興部であれば政策企画課、あるいは

福祉保健部であれば福祉保健企画課と。この辺

は、政策県庁を目標にするという意味も込めて、

各主管課においては企画機能を強化するという

趣旨から、組織名に企画という名称を用いてい

るところです。

末宗委員 課長の答弁は分かるんだけど、あの

ね、僕があえて行政企画課と政策企画課と言っ

たのは、中身が同じなんじゃないかと。これは

一体じゃないと行政を推進する上で支障が出る

んじゃないかと。県庁の職員はたくさんいるけ

ど、例えば行政企画課はこうする、政策企画課

はこういう方針でやるというので、結構困ると

ころが本当はあるんじゃないか。課長として実

感はどうやろかなと。その実態は、一緒にした

がいいんか、今までどおり分けたがいいんか。

名称は総務課というのがなくなったから、とり

あえずそういう形で残しておくのもいいんかも

しらんけど、県民には分かりにくいんよね。そ

こら辺りを含めて、ちょっと所見を聞きたいん

だけど。

幸行政企画課長 行政企画課と政策企画課がご

ざいます。区分の仕方としては、まず政策企画

課は、さきほど申し上げた長期総合計画の政策

あるいは施策の管理を所管して、その分につい

ての全体的な政策形成の業務を行うというのが

主でございます。

他方、行政企画課につきましては、組織を持

っておりまして、事務事業評価というのがござ

います。そういった意味では事務事業について

きちんとする。それと、大きな視点としては、

やはり行財政改革というのが大きな課題として

ありますので、そういった意味では歳入歳出両

面からの行財政改革のアクションプランをしっ

かり全庁的にするということで取り組んでいる

ところでございます。

毛利副委員長 よろしいですか。（「はい、分

かりました」と言う者あり）
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ほかにございませんか。

〔「なし」と言う者あり〕

毛利副委員長 ほかに質疑もないようでありま

すので、これをもって総務部関係予算に対する

質疑を終わります。

なお、執行部が入れ替わりますので、しばら

くお待ちください。

―――――→…←―――――

議会事務局、人事委員会事務局、労働委員

会事務局、監査事務局、会計管理局関係

毛利副委員長 これより議会事務局、人事委員

会事務局、労働委員会事務局、監査事務局及び

会計管理局関係予算の審査に入ります。

なお、これらの事務局関係予算については、

説明を省略し、直ちに質疑に入ります。

執行部の皆さんに申し上げます。

答弁は挙手をし、私から指名を受けた後、自

席で起立の上、マイクを使用し、簡潔に答弁願

います。

それでは、これより質疑に入ります。

事前通告者は４名おります。

堤委員 用度管財課に１点。印刷とか消耗品な

ど、県内業者に随意発注をしているというのが

ありましたけども、平成２９年度は県内業者に

何社、どれぐらいの発注をしたのか、また、そ

の随契の判断基準はどうなっているかという点

を教えてください。

安藤用度管財課長 お答えいたします。平成２

９年度用度管財課が集中調達している分といた

しましては、県内に事業所を有する事業者から

随意契約で調達した物品について、２月末時点

の契約ベースでの件数と発注額は１，０１５件、

５億７，６８１万８，７７７円となっておりま

す。

ちなみに、集中調達以外のもの、例えば大分

市外の地方機関では５０万円未満のものなどが

該当いたしますけれども、そういったものにつ

きましては、地方機関などが原則として地元業

者から調達を行っております。

印刷物や物品の調達における随意契約の判断

基準でございますが、地方自治法施行令第１６

７条の２第１項に基づく大分県契約事務規則第

３３条の規定でございます。その内容は、印刷

物などの請負契約となる場合は予定価格が２５

０万円未満、消耗品や備品などを購入する場合

は予定価格が１６０万円未満となっております。

堤委員 ２月末で１，０１５件ということで、

これ、どう言ったらいいんかな、これは全部、

早い話が２５０万、１６０万未満の件数ですよ

ね。全体的には、金額はどれぐらいになるのか。

これ見りゃ分かるんだろうけど、ちょっとそれ

だけ教えてください。

それと、５億７千万しか書きとれんかったか

ら、ちょっとゆっくり数字を言うて。５億７千

何百というのを。

安藤用度管財課長 それでは、全体の調達額と

いうことでよろしいんでしょうか。

それでは、随意契約の全体の契約額について

申し上げます。１，０８９件、金額にいたしま

して、６億９９６万５，８４５円でございます。

（「さっきの５億の分は」と言うものあり）

失礼いたしました。さきほどの金額ですが、

５億７，６８１万８，７７７円でございます。

木付委員 平成３０年度予算に関する説明書の

７５ページ、第１０款財産収入、第１項財産運

用収入の第２目利子及び配当金についてであり

ますが、前年に比べて５千万円余の予算を計上

しておりますが、この積算根拠を教えてくださ

い。

それと、次に、今日の日経新聞を見ますと、

新発の１０年国債の利回りが０．０４５％と、

利回りの環境も、運用の環境もよくなっている

みたいであります。これからの基金運用の見込

みについてお尋ねいたします。

小石会計管理者兼会計管理局長 利子及び配当

金の額が前年度と比べて５千万円以上増えたと

いうことですが、利子及び配当金のうち、ほと

んどが基金運用分の利子でございます。この基

金運用というのは、私どもの大きな命題の一つ

でありまして、ある程度の成果が出てきたかな

と今思っておりまして、今回のこの質問はあり

がたく思っております。

さて、この５千万円増えた内容、基金運用利

子についての積算ですが、基金所管課ごとに計
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上しております。２９年度は、この想定利回り

を０．２％で積算しており、３０年度は０．２

５％で積算しております。想定利回りというこ

とは、要はそのときのその年度の、そのときじ

ゃないと金利が分からないということで、想定

利回りを使っております。

このように、利回りが向上して利子収入が増

えるんじゃないかという理由ですけれども、今

までの既存の基金運用方針を全面的に見直した

結果でございます。その背景は、もう御存じの

とおりでございましょうけれども、平成２８年

１月に、日銀が金融緩和をやっておりましたが、

さらにこのときにマイナス金利政策をとるよう

になり、そのときに預金の金利が大幅に低下い

たしました。さらに金融機関も預金の獲得意欲

がだんだん減退してきたなという感じがしてお

りまして、当時、預金につきましては、金融機

関に引き合いをするわけなんですけれども、引

き合い、入札でございます。大変低い金利にな

ってしまったんで、私どももこれは抜本的に見

直すことにいたしました。今までの預金中心の

運用から、債券中心の運用にシフトしようとい

うことでございます。

それから、期間につきましても１年から５年

で持っていたのを、１０年から２０年までにし

ようと。債券の見直しにつきましても、今まで

国債とか地方債だったんですけれども、さらに

財投機関債という利回りの高い安定したものに

切替えようかというようなことでございます。

それで、具体的には、基金全体で１，１００

億円ほどあるんですけれども、そのうちの５０

０億円程度は長期的に運用できるんじゃないか

なと思いまして、５００億円程度でのポートフ

ォリオをつくったということでございます。

三つの柱がございまして、一つは、まず２０

年物の財投機関債、一番今現在で利回りがいい

というものでございますが、これをまず買うと。

これによって２０年間同じ額の運用益が出ると

いうことでございます。

もう一つは、２０年の定時償還地方債という

のを買います。定時償還地方債というのは、通

常、満期が来たら元本を返してくれるんですけ

れども、これは毎期ごと利子とともに元金を返

してくれるというもので、金利が上がるときに

はこれにしたほうが、その都度、戻ってきた分

について再運用できるということで、これはい

いなということで、これもしています。

それから、ラダー運用というのをやりまして、

２０年のラダー運用。ラダーというのは、毎年

定額で運用するということでございますが、こ

れをしました。

こういうことで、大体２０年物を中心にした

ことによって、今後２０年間を見据えた対策が

できたかなと思っております。今後の運用はど

うかというお話でございますが、３０年度と同

額以上に運用収益が確保できるかなと思ってお

ります。なお、長期金利の低下局面などがあり

ますと、手持ちの債券よりもその場で売ったほ

うが得、今度は売却益も出るぞというのもござ

いまして、そういった場合については、債券の

中途売却も視野に入れていきたいなと思ってお

ります。

基金の運用収益は貴重な自主財源でございま

すので、安全性に十分配慮しながら、今後とも

収益の確保に努めてまいります。

木付委員 会計管理者、よく研究されて運用に

精通しているんですが、残念ながらもう今年退

職ということであります。

今後の体制はどうなっているんでしょうか。

その点についてお尋ねいたします。

毛利副委員長 小石会計管理者、簡潔にお願い

します。

小石会計管理者兼会計管理局長 体制、今ほど

申し上げましたように、ポートフォリオをしっ

かり確立しましたんで、誰が来ても同じに、継

続的にできるような体制はできたと思っており

ます。ということで、しっかりと引継ぎをしな

がら、同じ体制、今まで以上に運用益が上がる

ように引き継いでいきたいと考えております。

毛利副委員長 よろしいですか。（「はい」と

言う者あり）

守永委員 ３点、三つの委員会にお伺いしたい

と思うんですが、会計管理局の関係で予算概要

の３ページ、会計管理費の中の金融機関窓口収
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納手数料というのは、これ新規ということでい

いんですかね、掲げてあるんですが、この手数

料はどのようなものか、また新規に発生するこ

ととなった経緯を教えていただきたいと思いま

す。

次に、議会事務局の関係なんですが、予算概

要の２ページ、議会運営費の中に図書館協議会

負担金が４万円組まれてあるんですが、この協

議会っていうのは全国的な組織なのか、協議会

の役割について教えていただきたいと思います。

また、図書館の図書購入費は議会運営費ではな

いよと後で教えてもらったんですが、現在、書

籍購入に係る予算、どの程度組まれているのか

教えてください。

あと、３点目が人事委員会事務局の関係にな

りますが、予算概要３ページの任用関係事業費

について、公益財団法人日本人事試験研究セン

ターに負担金を納めているんですが、このセン

ターの役割について教えてください。

小石会計管理者兼会計管理局長 私から金融機

関の窓口収納手数料についてでございます。

新規ですが、県の公金、いわゆる県税とか県

の施設の使用料や手数料等の収納方法につきま

しては、県の窓口でじかに収納する場合に加え

て、金融機関の窓口で現金収納したり、また口

座引き落としとか、コンビニ収納とか、そうい

うのがございます。その中でこの金融機関窓口

での現金収納事務、これにつきましてはこれま

で無償でやっていただいておりました。実は指

定金融機関は大分銀行なんですけれども、指定

金融機関等から１０年来、有料化の要望をいた

だいておりましたが、今まではこらえていただ

いておりました。

昨今のマイナス金利政策になりましてから、

金融機関も現金収納事務に係る人件費の捻出が、

他の収益でカバーできなくなってきたという状

況が生じてきたと聞いております。そういうこ

とも含めまして、県の公金の収納の相当部分、

これ実は、さきほど収納方法がいろいろありま

したが、この窓口での現金収納が一番多いんで

す。そういった部分について担っていただいて

ますので、応分の負担をということで、３０年

度から負担をするということになりました。

酒井議会事務局長 議会図書室関係の予算につ

きまして、２点御質問いただきました。

まず、専門図書館協議会の役割についてでご

ざいます。この専門図書館とは県立図書館等、

公共図書館とは異なり、官庁や地方議会等の公

的機関、それから研究所や美術館、博物館等の

調査研究機関、そのほか企業や団体などが設置

運営する図書館でございまして、各県議会の図

書室もこれに該当しております。全国で３９５

あるこうした専門図書館等で構成する専門図書

館協議会におきましては、専門図書館の向上と

発展に資することを目的に、図書館職員の研修

会やセミナーの開催、それから資料、情報の交

換、機関紙の発行等を行っております。本県に

おきましてもこの協議会を通じて得た資料、情

報等を図書室運営の参考としているところでご

ざいます。

２点目の議会図書室の図書購入に係る予算で

すが、事務局費の事務局運営費に９０万円を計

上しております。図書の購入にあたりましては、

議員からの要望等に基づき地方創生や働き方な

どタイムリーな行政課題に関するもの等、議員

の調査研究に資する書籍を事務局で選定して購

入しております。本年２月末現在の所蔵図書数

は１万９，８１３冊になっております。議員は

もとより、議員の調査研究に支障のない範囲で

事務局職員、それから執行部の職員、また一般

県民にも御活用をいただいているところでござ

います。

下郡人事委員会事務局長 公益財団法人日本人

事試験研究センターの役割についてということ

でございます。

この法人は、本県を含め全国４５道府県及び

１９の政令指定都市が賛助会員となっておりま

して、地方公共団体の職員採用試験の問題の作

成や提供のほか、試験技法の開発普及、研修会

や講習会の実施などの事業を行っております。

大分県もこの賛助会員となることで、職員採用

試験の問題の提供を無償で受けております。ま

た、講習会への参加等も行っているところでご

ざいます。
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守永委員 まず、会計管理費の金融機関窓口収

納手数料に関してなんですけども、これはマイ

ナス金利で収益性が非常に厳しいという状況の

中ではやむを得ないという判断をされたのだと

思うんですが、ちなみに、手数料の見直しの期

間っていうのは何年置きに見直しをするとか、

そういう定めがあるのか教えてください。

それと、図書館の関係ですけども、この図書

の購入費、県民の皆さんにも利用いただくって

いう視野を入れれば、議会事務局運営費の中で

っていうことなのかなと思うんですが、事務局

運営そのものも予算が非常に厳しいだろうと思

うんで、議会運営費で扱ってもいいんじゃない

かと思ったりもするんですが、その辺の扱い方

の見解が何かあれば教えてください。

あとは任用関係事業費については内容は分か

りました。公平公正な試験運用に役立てていた

だきたいと思います。よろしくお願いします。

小石会計管理者兼会計管理局長 窓口の手数料

の見直しの期間はというお話でございますが、

期間は特にありません。何も要望がなければそ

のままということでございまして、毎年度要望

に来られますんで、その都度協議しながらとい

うことになります。

酒井議会事務局長 図書室に関しましては、こ

れを大分県議会事務局内に設けて、大分県議会

事務局長がこれを管理するということになって

おります。貸出し、それから閲覧におきまして

は、議員はもとより職員、それから一般県民の

閲覧、それから貸出し等も行っておりますので、

事務局運営費の中で賄っていくことについては

何ら支障がないなと思っております。

毛利副委員長 よろしいですか。（「はい」と

言う者あり）

二ノ宮委員 商工労働部・労働委員会の予算概

要の９５ページに１５人分の委員報酬と運営費

があります。そのことについて質疑でなく、ち

ょっと質問になるかと思いますが、昨日は春闘

の集中回答日でした。大手３％賃上げと、５年

連続ベースアップとなりましたが、これがいか

に中小企業に波及するかということが課題だと

思っています。働き方改革の推進や非正規労働

者が増加する中で、労働問題を扱う労働委員会

については不当労働行為の審査や労働争議の調

整などの件数が増加し、大変お忙しいと思って

います。先日も新人２人を含む１５人の労働委

員が決まったようですが、現行では公益、労働

者、それから使用者から各５人ずつが選任をさ

れています。

そこで、非正規やパート、それから契約労働

者が増加し、以前とは違う労働環境が考えられ

ますが、このことを労働委員会としてどのよう

に把握をして、それから問題点などがあるかな

いかについて、お聞きをします。

太田労働委員会事務局長 非正規労働者につい

てのお尋ねでございます。

労働委員会につきましては正規、非正規の労

働者の区別をすることなく常日頃から不当労働

行為等の審査の前段階として労働相談を受け付

けており、様々な労働者の意見や状況を受け止

めているところでございます。

昨年は、労働委員会への労働相談は１５５人

が来られておりますけども、その内訳をよく見

てまいりますと、今、委員が御指摘のように非

正規の労働者が半数以上を占めております。非

正規の労働者からの労働相談の割合は年々増加

傾向にあるものと思っております。

また、例年１０月と２月でございますけども、

悩まずどんとこい労働相談を実施するとともに、

雇用労働政策課の毎月の巡回特別労働相談へも

同行することにより、その場でも事案の受付を

随時行っているところでございます。加えて、

県と労働組合とで作る労働相談窓口連絡会に参

加し、労働相談を行っている労組等に当委員会

の制度の紹介や利用の助言をしてもらうよう依

頼をいたしております。

こうしたことを受け、今年度は不当労働行為

事件２件の処理を終えたところでございますけ

ども、なお新規申立てが１件、現在審理中とな

っております。さらに職員調査にはまだ入って

おりませんけども、２件の新たな申立てが寄せ

られているところでございます。

なお、問題点というわけではありませんけど

も、不当労働行為事件は裁判所と同じ準司法的
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な手続であるため、非常に敷居が高く、利用が

しにくいというイメージがございますし、また

事件申請受理後に当事者が感情的になり過ぎて

和解が困難になる例も見受けられます。そうい

う抜き差しならない事態になる前の段階で、あ

っせん制度を利用して解決を図る事案も多いの

ではないかなと思っておりますので、このよう

なあっせん制度についても今後しっかり周知、

紹介をしていくことが大切だなと思っておりま

す。

労働委員会としては非正規労働者を含め、労

働者の生の声をしっかりくみ上げていく必要を

強く認識しており、今後とも各種の取組を着実

に実施しながら、きめ細かな対応を行っていく

所存でございます。

二ノ宮委員 詳しくありがとうございました。

国が今、働き方改革に取り組んでいます。逆

を言えば、それに取り組まなければならないよ

うな非正規を含めた労働環境が変わってきたん

だというように思ってます。そのことについて、

恐らく県の中では雇用労働政策課等の仕事だと

思いますけど、労働委員会というのは大変な権

力といいますか、力を持っています。そういう

ことで、不当労働行為とか、今言われました労

働争議の調停など、その背景とか問題点を把握

をして、そして雇用労働政策課と一緒になって、

本当に働きやすい職場ができるように、ぜひお

願いをしたいというように思っています。

太田事務局長も今回、定年だそうです。ぜひ

このことを引き継ぐようお願いをしたいと思っ

ています。

毛利副委員長 要望でよろしいですね。（「は

い」と言う者あり）

毛利副委員長 以上で事前通告者の質疑を終了

いたしました。

ほかに質疑のある方は挙手をお願いします。

末宗委員 人事委員会でちょっとお聞きしたい

んだけど、今回の質問等で出てたんだけど、公

務員の給料、手当等のパーセンテージの引き上

げとか引き下げとか、いろんな問題なんだけど。

公務員は民間準拠ということをうたってるん

だけど、質問の過程で、大分県の状況はどうか

ということを聞いたら、大分県の統計はないと

かいう話は聞いているんだけど、人事委員会が

今、５０人以上の従業員がいるところで統計を

取っているわけやけど、それはどこの統括から

どういう形で来てやってるんか。それと、それ

を決定する権限は大分県人事委員会にあるんか

どうかも含めて、ちょっと答弁をお願いします。

下郡人事委員会事務局長 お答えいたします。

私どもでは民間給与実態統計調査ということ

で、さきほど……（「聞こえん」と言う者あ

り）

毛利副委員長 大きく、大きな声で。

下郡人事委員会事務局長 民間給与実態統計調

査ということで、５０人以上の事業所について

調査をいたしておりますが、これは国の人事院

と共同で各都道府県の人事委員会が行っており

まして、この事業所の選定については人事院で

毎年無作為抽出で決定をしてこちらに来ますの

で、それに基づいて調査を行っているところで

ございます。人事院で５０人以上の事業所につ

いて調査を行うということで決定をしていると

いうことでございます。（「決定権は」と言う

者あり）

下郡人事委員会事務局長 決定権は共同で行い

ますけれども、人事院ということになると思い

ます。

末宗委員 ちょっと今、決定権は人事院、大分

県人事委員会じゃないと言うたんだね。ちょっ

と奇妙に感じたんだけどね、大分県人事委員会

でそれを決定する権限がなければ、大分県人事

委員会はいらないんだけど、間違いない。

下郡人事委員会事務局長 調査を行う権限とい

うのか、調査を行って、大分県の状況について

報告をして勧告を行うということの権限を行使

しているということでございます。

調査については全国的な状況も含めて判断い

たしますので、共同で行っているということで。

（「だから、どっちにあるの、大分県の人事委

員会にあるのか」と言う者あり）

毛利副委員長 末宗委員、挙手を。（「何回も

質問したら悪いじゃない、回数あるけん」と言

う者あり）
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毛利副委員長 もう一度言ってください。

細川公務員課長 多分お尋ねは、給与の決定の

ことでしょうか。給与の勧告、それから報告は

各県の人事委員会が持っております。これは調

査に基づいて、勧告を議長及び知事に行います。

その決定はこの議会及び知事ということになり

ます。だから、職員の給与は議会に諮って決定

をしていると。各県の議会、知事が提案して議

会に議決をいただいて初めて職員の給与を決定

する。こういう仕組みになっているわけです。

末宗委員 今の説明でよく分かったんで、局長、

言葉はね、ちょっと慎重に、間違えないように

よろしく。

それで、僕の認識と一緒なんだけどね、聞き

たかったんは、要するに人事院と人事委員会が

５０人以上でやってる調査なんだけど、それが

僕に言わせたら民間準拠かどうか、国民はみん

な疑ってそうだとは思ってないんだけど、それ

が民間準拠によってというのと、国民のずれと

公務員のずれがそこに生じるわけだけど、そこ

ら辺りの感覚はどんなふうに考えて人事委員会

を運営しているんか所見を聞きたいんだけど。

下郡人事委員会事務局長 給与を比較する上で

は、組織の中でどういう役職があって、どうい

う職務を行っているかということで、それぞれ

民間と公務との間で合致させて、そこでの給与

を比較するということを行っているわけですけ

れども、ある程度の規模、今５０人以上の規模

ということで調査をしてるんですけれども、そ

れぐらいないとやはり県の職員、組織の陣容に

合致、なかなか小規模な職場ですとできないと

いうこともありまして、調査を５０人以上とい

うことで決定しているところでございます。

（「ちょっと一言言いたい」と言う者あり）

毛利副委員長 これで最後になります。

末宗委員 もう答弁はいらんのだけど、５０人

以上というのが、例えば大分県にどのくらいの

比率あるかとか、そういうのは一応データとし

て取って、それが本当に民間準拠になるかどう

かというのは、たまたま人事委員会の局長にな

ったんだから、それくらいのことは自分の中で

吟味して、本当にこの世の中がそれで公平かど

うかっちゅうのは自分の心の中にいろんな痛み

があるやろうから、思うとおりは言われんから

ね、痛みがあるだろうから。だけど今度は御卒

業ということやから、そういう本当の世の中の

在り方、そういうものを含めてそれなりのデー

タを自分なりに集めて、世の中の真実が何なの

かなというのを考えながら運営していただきた

いと思います。要望で結構です。

毛利副委員長 進めさせていただきます。

ほかに御質疑はございませんか。

〔「なし」と言う者あり〕

毛利副委員長 ほかに質疑もないようでありま

すので、これをもって議会事務局、人事委員会

事務局、労働委員会事務局、監査事務局及び会

計管理局関係予算に対する質疑を終わります。

なお、執行部が入れ替わりますので、しばら

くお待ちください。お疲れさまでした。

―――――→…←―――――

企業局関係

毛利副委員長 これより企業局関係予算の審査

に入りますが、説明は主要な事業及び新規事業

に限り、簡潔かつ明瞭にお願いいたします。

それでは、企業局関係予算について執行部の

説明を求めます。

草野企業局長 企業局関係を御説明申し上げま

す。二つの予算議案について御説明をさせてい

ただきます。

代表質問でお答えしましたように、平成３０

年度から向こう１０年間を計画期間とする企業

局経営戦略を初めて作成することにいたしまし

たので、まずこれから御説明いたしたいと思い

ます。お手元にお配りしております平成３０年

度当初予算説明資料の１ページ、大分県企業局

経営戦略（案）の概要を御覧ください。１経営

戦略の策定の目的にありますように、今後の企

業局のあるべき姿を展望し、それを実現するた

めの指針として策定するものです。

３の経営理念にありますとおり、大分の豊か

な水を生かし、地域を支えるという経営理念を

掲げ、さらに計画期間を「Ｒｏａｄ ｔｏ Ｅ

ｖｏｌｕｔｉｏｎ～進化のための１０年間～」

と位置付けまして、発電所リニューアル等によ
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り一時的に収支状況が厳しくなることが見込ま

れておりますが、経営基盤強化のために必要な

事業を推進してまいります。

具体的には、右側上、６経営理念実現のため

の三つの柱にありますように、今後５０年間、

企業局が安定経営を行うための当面１０年間の

道しるべとなるよう、Ⅰ効率的・効果的な経営

の実現、Ⅱ安定的なサービスの提供、Ⅲ地域社

会への貢献、県民福祉の向上の三つの柱に基づ

いて事業を実施してまいります。内容につきま

しては、後ほど平成３０年度重点事業で御説明

いたします。

続いて、資料の２ページ、１０年間の収支計

画・３０年間の経営見通しを御覧ください。

まず、左側の電気事業です。上の表は１０年

間の収支計画ですが、発電所リニューアルに伴

い、一番下の行の純利益がマイナスとなる年度

が見込まれています。具体的には、リニューア

ルに係る固定資産除却費を表の下から２行目に

ある特別損失として、大野川発電所の解体にあ

たっての平成３０年度の６億円、３１年度の４

億円等、工事期間中に計上します。その結果、

一番下の行の純利益は３０年度で４億５，４０

０万円のマイナス、さらに３６年度及び３７年

度は芹川発電所のリニューアルによる赤字とな

る見込みであります。しかしながら、表の下か

ら３行目の経常利益は、大きな渇水にならない

限り、毎年黒字となる見込みであります。

下のグラフは３０年間の収支の推移、もうち

ょっと長い期間を見ています。折れ線グラフが

収入、棒グラフが支出を表しています。グラフ

の下の説明文の上から二つ目に記載しています

が、収入につきましてはリニューアル予定発電

所のうち大野川、別府及び芹川第一・第二発電

所はリニューアル後の固定価格買取制度、いわ

ゆるＦＩＴによる予定売電単価、例えば大野川

ですと２４円で試算しています。これまで年間

２２から２３億円程度でありました収入が計画

期間以降はこのＦＩＴの恩恵によりまして年間

で３０から３６億円と増収を見込んでおります。

なお、収入に年度間の動きがありますのは、

ＦＩＴで増収になる一方、他の発電所のリニュ

ーアルや、１０年から１２年に１度オーバーホ

ールを行っておりますが、それに伴う減収を見

込んでいるためであります。

リニューアル事業に伴う費用の増加により、

一時的に純利益のマイナスが見込まれているの

は、棒グラフが折れ線グラフを飛び出している

年度です。さきほど説明した以外の４３、４４

年度、この赤字は北川など３発電所のリニュー

アルによるものです。

なお、北川発電所以降はＦＩＴ制度が不透明

ですので、収入の方では現在の単価で計上して

おり、固定価格買取制度では見込んでおりませ

ん。御覧のように、長期的にはそうした中でも

黒字で推移すると見込んでおります。

次に、右側の工業用水道事業を御覧いただき

たいと思います。上の表の１０年間の収支計画

の一番下の行の純利益は、直近の５年平均では

これまで大体５億円程度あったものが、平成２

８年度に完成した給水ネットワークの運用によ

る電気料、隧道点検補修等に伴い、１億円前後

に減少することが見込まれています。

下のグラフが３０年間の収支の推移ですが、

収入につきましては工業用水の料金は責任水量

制ですので、平成３０年度当初契約水量が続く

と仮定しまして、おおむね２２億円を見込んで

おります。支出につきましては、今申し上げま

した隧道の点検に加え、浄水場や管路の老朽化

状況の計画的な調査・補修等を計画しておりま

すので約２１億円と、これまでに比べ大幅に増

加を見込んでいます。アセットマネジメントシ

ステムの運用により費用の平準化を図ることで、

費用の合計が茶色い収入のラインを下回る見込

みとなっています。

計画期間においては、両事業ともに純利益が

これまでよりも大きく減少する見込みであるた

め、これまで以上に効率的・効果的な経営に努

めながら、長期的な展望に立って、持続可能な

経営基盤確立のため、必要な投資を着実に推進

していきたいと考えています。

なお、経営戦略は今月下旬に決定することと

しています。

以上のことを踏まえまして、来年度の重点事
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業について説明させていただきます。

資料の３ページ、平成３０年度大分県企業局

（電気・工水）当初予算（案）の重点事業を御

覧ください。電気、工業用水道事業ともに経営

戦略の戦略の柱Ⅱを中心に重点事業を整理して

います。また、資料の５ページに電気事業、６

ページに工業用水道事業の重点事業を写真入り

の位置図でお示ししております。本日はこの中

から主なものについて説明させていただきます。

まずは３ページの左側、電気事業を御覧いた

だきたいと思います。１点目の発電所リニュー

アルの推進では、大野川発電所は昭和２７年の

運転開始から６５年が経過し、老朽化が進んで

いることから、企業局初の発電所の大規模改修、

リニューアルを行います。再稼働後はこの前説

明いたしましたように、ＦＩＴにより増収とな

る見込みであります。今年度は詳細設計や河川

法申請等の諸手続、工事用道路の整備などを実

施しており、平成３０年度から発電所の解体工

事等の本体工事に着手し、平成３２年度の完成

を目指しております。

並行して別府発電所についても本年度は基本

設計を行っており、平成３０年度は主要機器で

ある水車及び発電機を発注するとともに、国へ

ＦＩＴ認定の申請等を行うことにしております。

３６年度の完成を今のところ目指しております。

その下の芹川発電所については、４０年度以降

の運転開始を目指して準備に取りかかるところ

であります。

続きまして、４点目のその他、経年施設の適

切な修繕・改良工事等の実施の一つ目、北川ダ

ム維持流量放流設備新設事業は、北川ダム下流

の河川環境を保全するため、北川ダムから常に

一定の放流を行うための施設を新たに建設する

もので、平成２３年度から施工しております。

河川法上、非洪水期、１１月から５月ぐらいに

しか施工できないことや、地盤が非常に硬いこ

と等により事業が長期化しておりますが、本年

１月に導水トンネルが貫通しましたことから、

今後は平成３１年度の完成を目指して事業を進

めていきます。

次に、右側の工業用水道事業を御覧ください。

写真では資料の６ページとなっています。さき

にちょっと写真の方を御覧いただきます。１点

目の給水ネットワークを用いた隧道点検ですが、

平成２８年度に完成した給水ネットワーク再構

築事業は、図の一番下にある白滝取水口から下

流に向かう三つの系統の送水ルートを相互に補

完するものであり、災害事故時に１系統が機能

不全に陥っても他のルートから水を供給するこ

とができるようになりました。この体制を活用

して、平時に断水することなく、点線に示した

それぞれの隧道に人が入っての点検、補修が初

めて可能となりました。今年度は図の下の判田

取水場から浄水場までの揚水隧道の点検を実施

しております。来年度は一番右のルートの送水

隧道火振・志村線を写真５のイメージで点検す

るなど、今後も計画的な点検・補修を実施して

いきます。

資料の３ページにお戻りください。続いて、

中ほどに記載している３点目のＩｏＴ、ＡＩ等

の活用による業務の効率化・高度化です。ＡＩ

を活用した河川の濁度変化の予測などＩｏＴ、

ＡＩが活用可能な業務の調査・検討を行います。

次に、５点目のその他、経年施設の適切な修

繕・改良工事等の実施の一番上、大分市青崎地

区にある６号地でフジボウ愛媛が工業用水を受

水できるように知事部局から工事負担金を受け

入れて配水管を布設します。

なお、両事業の一番下の地域貢献、県政貢献

では、今年度に引き続き知事部局の芸術文化基

金に５千万円、企業立地促進等基金に１億円、

計１億５千万円の繰出しを予定しております。

以上の重点事業を織り込んだ二つの予算議案

について御説明申し上げます。

まず、第１４号議案平成３０年度大分県電気

事業会計予算でございます。議案書では１２０

ページから１６２ページにかけて提案させてい

ただいておりますが、お配りしている資料の４

ページ、平成３０年度大分県企業局当初予算

（案）の概要で説明をさせていただきます。

それでは、電気事業会計を御覧ください。上

の表、収益的収入及び支出です。右の欄の収入

ですが、主に九州電力から電力料収入などによ
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り表の下、計（Ｂ）欄のとおり、総額２３億５，

８１５万６千円を見込んでおります。

次に、左の欄の支出ですが、下から２番目の

４特別損失でリニューアル事業の解体工事によ

る固定資産除却費を計上したこと等により、表

の下、計（Ａ）欄のとおり、総額２６億７，７

２７万８千円を予定しております。

その結果、表の一番下、収支差額（Ｂ）－

（Ａ）は特別損失の影響によりマイナス３億１，

９１２万２千円を見込んでおります。

なお、予算における収支差額は消費税込みと

なっておりますので、資本的収支を含めて消費

税を整理した後の純損失といたしましては、欄

外に参考として記載のとおり、マイナス４億６，

３８０万９千円を見込んでおりますが、特別利

益及び特別損失を除いた経常利益としては１億

３，６５０万１千円の黒字を見込んでおります。

続きまして、第１５号議案平成３０年度大分

県工業用水道事業会計予算について御説明いた

します。

議案書では１６３ページから２０５ページに

かけて提案させていただいておりますが、電気

事業と同じく、お配りした資料で説明します。

４ページの右側、工業用水道事業会計を御覧

ください。上の表、収益的収入及び支出の収入

ですが、表の右側に記載のとおり、料金収入な

どにより表の下、計（Ｂ）欄のとおり、総額２

３億８，２９２万２千円を予定しております。

支出につきましては、営業費用のうち、ポン

プを動かすための動力費などにより表の下、計

（Ａ）欄のとおり、総額２２億７，０３４万３

千円を予定しておりまして、差引き収支差額は

（Ｂ）－（Ａ）欄のとおり、１億１，２５７万

９千円、税抜きの純利益及び経常利益は欄外、

参考に記載のとおり１億６５６万円を見込んで

おります。

以上で説明を終わります。御審議のほどよろ

しくお願いいたします。

毛利副委員長 以上で説明は終わりました。

これより質疑に入りますが、執行部の皆さん

に申し上げます。

答弁は挙手し、私から指名を受けた後、自席

で起立の上、マイクを使用し、簡潔に答弁願い

ます。

事前の通告者が３名おります。

それでは、順次指名してまいります。

堤委員 まず、工業用水道の譲渡承認について

ですね。工水の譲渡に関する規程の第４条第１

項に、水道水が供給され難い事情がある場合、

譲渡はオーケーですよという規定があるんです

けれども、具体的にどのような事情があるのか

ということを教えてください。

また、電気事業では、ＦＩＴ制度が２０１７

年度から改定されましたけれども、松岡の太陽

光発電等に与える影響は具体的にどういうもの

があるのか。この２点についてお伺いをいたし

ます。

岡田総務課長 工業用水の譲渡承認についてお

答えいたします。

工業用水のユーザー企業さんが工業生産を行

うために必要な原材料及び製品等の輸送に使用

される船舶に対して、船のバラスト水、飲料水

などとして使用する目的で他者に譲渡する場合

は、企業局長の承認を要することとしておりま

す。その条件の一つに、堤委員からありました

ように、水道水が供給され難い事情があるなど

の要件を設定しております。

船舶への譲渡を行っている企業につきまして

は、企業局への承認申請を行う前に大分市へ上

水道の給水申込みを行っておりますが、要求量

全量の給水は不可能という旨の回答があったと

いうことから、水道水が供給され難い事情とし

て認めて承認をしたところであります。

長井工務課長 それでは、ＦＩＴ制度について

お答えいたします。

松岡太陽光発電所と大野川発電所につきまし

ては旧制度で認定を受けておりまして、新制度

では事業計画を提出するということになってお

り、両発電所とも事業計画を提出しておりまし

て、影響はないということでございます。

堤委員 あくまで影響がないということで、分

かりました。

工業用水だけどね、大分市に申請をしたと、

これはいつ頃の申請ですか。
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岡田総務課長 昭和４８年でございます。

堤委員 ということは、大分市が昭和４８年に

水道水を引くことは難しいよと。それは今でも

結局それがずっと継続しているという認識でい

いんですか。

岡田総務課長 年数はたっておりますが、現在、

大分市水道局からの全量給水ができるかどうか

については、把握はしておりません。

毛利副委員長 よろしいですか。（「はい」と

言う者あり）

桑原委員 堤委員からも質問がありましたけれ

ども、ＦＩＴは２０１８年度から１０キロワッ

ト以上の太陽光発電の調達価格が２１円から１

８円に下がるということで、影響はないという

ことなんですけれども、この調達価格等算定委

員会が、平成３０年度以降の調達価格に関する

意見というのを出しています。それによると、

２０２０年には１キロワット時当たりの発電コ

ストを１４円、２０３０年には７円に引き下げ

るという目標が掲げられておりますね。これは

そんな長期にわたって全然影響がないと言い切

れるのかどうか、御見解をお願いいたします。

岡田総務課長 太陽光発電の収支見込みでござ

いますが、松岡太陽光発電所は平成２４年度に

固定価格買取制度の認定を受けて、２５年から

運転開始しております。運転開始から２０年間

は１キロワット当たり４０円で販売できるとい

うことが保障されておりますので、松岡太陽光

発電所は今後も安定した経営ができると考えて

いるところでございます。

桑原委員 分かりました。

じゃあ、県がこの太陽光発電の事業をする意

義っていうのは何でしょうか、教えてください。

岡田総務課長 県の企業局では、再生可能エネ

ルギーということで、水力発電に取り組んでお

るんですけれども、新たな再生可能エネルギー

ということで太陽光発電が注目されておりまし

て、大分県としても、企業局としても、新たな

取組を始めたところです。ちょうどこの土地は

工業用水道事業の資産であり、使っていない状

態でありましたので、そこを活用するという形

で新たな取組を始めました。この取組を試しま

して、その技術的なものとか成果について、広

く企業さんとかに広めていきたいという趣旨で

ございます。

桑原委員 こういう県が行う事業っていうのは、

公共性があるからこそ初めて許されるものだと

僕は思っております。影響はないということで

したが、私は採算が取れるかどうかという問題

以前に、県自らが太陽光発電事業を行う必要が

あったのかどうか大変疑問に思っております。

水力発電の場合、ダムは水道事業の水源として

公共性がありますので、少なくとも水道インフ

ラの所有権は県が持つべきだという主張は理解

できます。

ただ、この太陽光発電にはそういう公共性と

いうのが私はあるとは思いません。だからこそ

他の地域では民間の事業者がメガソーラーの運

営をしているということです。松岡太陽光発電

所は当初、再生可能エネルギー導入促進のリー

ディングモデルという位置付けであったようで

すが、県がリーディングモデルを作らなくても

民間の事業者は高額で設定されていた調達価格

を目当てに太陽光発電に参入したでしょうし、

むしろ参入する民間の事業者が多過ぎることが

大きな問題となっているのが現状です。

こういうことを考えると、県営メガソーラー

はこのまま続けるのでしょうか、公共性の面か

ら言ってです。

岡田総務課長 やはり再生可能エネルギーの確

保をしていくということで、一定の公共的な意

味はあるかと思っております。また、太陽光発

電で得られる収益をもとに現在、県政貢献とい

うことで、一般会計の繰出しが実現していると

いう面もございます。

もともとの工業用水道事業としての用地が遊

休地で空いておりましたので、その遊休地の活

用という面でもあわせて実行したところでござ

います。

〔桑原委員挙手〕

毛利副委員長 もう再質問２回。

桑原委員 質問ではなくて意見です。

毛利副委員長 いや、２回となっておりますの

で、ぜひ今度、分科会で言っていただきたいと
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思います。

守永委員 資料の２ページになります。電気事

業会計の収益的収支についてなんですが、この

収支計画では、１０年間の収支計画を見たとき

に、施設整備に関連して赤字となる年度がある

という説明がございました。企業局としては大

規模な施設を抱えて全体を運営するという状況

の中で、過去にも自然災害で崩れたというか、

いわゆる滑落したケースもありますし、そうい

った自然災害、突発的な修理対応とか、そうい

ったことを踏まえたときに、将来的に大規模施

設を健全に運営していくということが可能なの

かどうか、その辺の見通しを教えてください。

草野企業局長 収入と支出の関係についてはさ

きほど御説明しましたように、長期的には黒字

ということで大丈夫なんですけど、多分資金が

ちゃんと合うのかという御質問だと思います。

今、企業局はいわゆる独立採算でやっていて、

一般会計に御迷惑をかけない形で、県民に御迷

惑をかけない形でやっています。これは将来的

にもぜひその体制でやりたいと考えていまして、

内部留保を持っております。平成２９年度末で

見ますと、電気事業では約５２億円、工業用水

道事業では約４４億円、合わせて１００億円程

度の内部留保があります。

今後、特に電気事業でいろんなことが予想さ

れるんですが、リニューアルをやることによっ

て内部留保も一時的には減少してまいりますが、

将来的にはだんだん増えていくと見込んでいま

して、その内部留保をうまく使いながら、また

場合によっては企業債も使いながら、県民、一

般財源に迷惑をかけない形でやっていけるのか

なと思っています。

ただ、御指摘は本当に大事な問題だと思って

いますので、そこは心して節減等に努めていき

たいと思っています。

守永委員 いわゆる社会的な貢献事業で１億円

なり５千万円なりを拠出しているという状況も

あるんですが、それも健全な運営が成り立って

こそということでもありますし、ある意味そう

いう中で県政の一般財源に貢献できるというこ

とに存在価値があるのかなと思っていますので、

ぜひ健全運営に向けて長期的に見ながら運営を

お願いしたいと思います。

毛利副委員長 以上で事前通告者の質疑を終了

いたしました。

ほかに質疑のある方は挙手を願います。

衛藤委員 企業局経営戦略についてです。

企業局の存在意義っていうのは、県内地域の

工業を支えるっていうところにあると思ってお

ります。その企業局の存在意義を考えたときに、

まず最初に来るのが県内の工業をどのようにし

て発展させるか、そして安定させていくかであ

ると考えております。

企業局の経営が安定して、企業局の事業のみ

が発展しても、県内工業が廃れては本末転倒で

はないでしょうか。ここの優先順位をぜひ企業

局の経営戦略にも明確に書いていただければと

思います。経営理念を見ると、最後に少し県政

貢献等により県経済の振興や地域社会の発展に

も寄与しますとあって、一番最初に来てないと

思うんで、ここの存在意義をきっちりと明記し

ていただければとお願いする次第です。要望で

す。コメントがあればお願いします。

毛利副委員長 要望ですか。何かこれに対して

答弁があれば。

草野企業局長 もう委員がおっしゃるとおりで

ありますので、経営理念のところ、資料の１ペ

ージの３のさきほどの経営理念について、ちょ

っと読ませていただきます。

「大分県企業局は豊かな水を活かしてクリー

ンな電力と低廉な質の高い工業用水を安定的に

供給するとともに」、ここは委員が言われたと

ころだと思います。「かんがい用水や上水道原

水を守り、また多目的ダムの管理により洪水防

止や良質な河川環境を維持する役割を果たし、

さらには県政貢献等により、県経済の振興や地

域社会の発展にも寄与します」ということで、

「県民から信頼される地方公営企業として、将

来にわたり地域を支え、県民・地域とともに歩

んでいきます」という、この理念の中に気持ち

を込めておりますので、お察しいただきたいと

思います。

毛利副委員長 ほかにございませんか。



- 40 -

予算特別委員会会議記録 第２号

麻生委員 ただいまの地域貢献、それから県政

貢献に関連するんですけれども、市町村ハンド

ブックを拝見して、各市町村の１人当たり県民

所得、その数値を見てまいりますと、九重町が

非常に高くて、これどうしてなのって聞くと、

地熱発電所の貢献度が高いということを伺った

んです。

じゃあ、県の企業局の各発電所とか、そうい

ったものがそれぞれの市町村にどれだけ貢献し

ているかというような指標も必要になってくる

のかなと。１億５千万円、一括でぽんと入れて

いるわけでありますけれども、ある意味その使

い方、今回芸術文化であるとか、そういった部

分の使い道に関して考えるときに、それぞれの

発電所がどれくらいそれぞれの市町村に貢献し

ているかという指標だけは持っておく必要があ

るんじゃないかなと思いまして、そういった部

分について何か指標を出せるのかどうかも含め

て教えてください。

草野企業局長 実は今回、経営戦略を出すのに

パブリックコメントをいたしました。委員と同

じ御指摘がありまして、そういう貢献も必要な

んじゃないかということです。そういうのもち

ゃんと見せたらどうかということで、御案内の

ように、土地とか建物を持っていますと固定資

産税相当分を交付金という形で市町村に、差し

上げているという言い方はいいのかどうか分か

りませんが、交付しております。それを新年度

以降、この計画策定以降はホームページ等でし

っかりお見せして、こういう形でということで

お示しできればと考えています。

市町村が作ってくれている、例えば豊後大野

の施設にも、企業局の交付金でできていますと

書いていますけど、そういうことについてもし

っかり宣伝というか、県民の理解を得たいと思

っています。

金額は担当から。

岡田総務課長 平成３０年度の市町村交付金は、

電気事業全体で７，８１９万円余りになってお

ります。

大分市が多いんですけれども、大分市で１，

２１９万円ほど、由布市が１，９２２万円等と

なっております。工業用水道事業の方は事業所

等の効果が市内にとどまっており、交付金の対

象になっておりませんので、ちょっとこれは少

ない状態であります。

毛利副委員長 よろしいですか。（「はい」と

言う者あり）

ほかにございませんか。

〔「なし」と言う者あり〕

毛利副委員長 ほかに質疑もないようでありま

すので、これをもって企業局関係予算に対する

質疑を終わります。

―――――→…←―――――

毛利副委員長 以上で、本日の審査日程は終わ

りました。

次会は、明１６日午前１０時から当議場で開

きます。

これをもって、本日の委員会を終わります。

お疲れさまでした。


